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熊本県議会 経済常任委員会会議記録第 ３ 回

平成20年９月25日（木曜日）

午前10時１分開議

午後０時34分閉会

本日の会議に付した事件

議案第３号 平成20年度熊本県電気事業会

計補正予算(第１号）

報告第11号 県有地信託の事務処理状況を

説明する書類の提出について

報告第12号 株式会社テクノインキュベー

ションセンターの経営状況を説明する書

類の提出について

報告第13号 財団法人荒尾産炭地域振興セ

ンターの経営状況を説明する書類の提出

について

報告第14号 財団法人熊本県伝統工芸館の

経営状況を説明する書類の提出について

報告第15号 財団法人熊本テルサの経営状

況を説明する書類の提出について

報告第16号 財団法人熊本県雇用環境整備

協会の経営状況を説明する書類の提出に

ついて

閉会中の継続審査事件について

報告事項

①県関与見直し実行計画に基づく県出資

団体等の見直し状況報告

②事故米穀の不正流通にかかる対応につい

て

③財政再建戦略（中間報告）について

④県営工業団地分譲価格の見直しについて

⑤平成19年熊本県観光統計と観光パートナ

ーシップアクションプランの結果につい

て

⑥熊本県観光立県推進条例（仮称）(案)の

概要について

⑦新・くまもと観光アクションプラン（仮

称）(案)の概要について

⑧熊本県営有料駐車場あり方検討について

⑨荒瀬ダムを継続する場合の費用等につい

て

出席委員（８人）

委 員 長 佐 藤 雅 司

副委員長 溝 口 幸 治

委 員 西 岡 勝 成

委 員 藤 川 隆 夫

委 員 鎌 田 聡

委 員 早 田 順 一

委 員 内 野 幸 喜

委 員 増 永 慎一郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

部 長 島 田 万 里

次 長 赤 星 政 德

次 長 竹 上 嗣 郎

首席商工審議員

兼商工政策課長 宮 尾 尚

産業支援課長 前 田 正 夫

経営金融課長 藤 好 清 隆

首席企業立地審議員

兼企業立地課長 小野上 典 明

観光物産総室長 梅 本 茂

労働雇用総室長 長 野 潤 一

労働雇用総室副総室長 松 永 康 生

労働雇用政策監

兼産業人材育成室長 福 島 裕

企業局

次 長 上 野 幸 一

総務経営課長 中 園 幹 也

工務課長 福 原 俊 明

労働委員会事務局
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局 長 井 公 男

審査調整課長 佐 伯 康 範

事務局職員出席者

議事課課長補佐 菊 住 幸 枝

政務調査課課長補佐 内 田 豊

午前10時１分開議

○佐藤雅司委員長 皆さんおはようございま

す。それでは、ただいまから第３回経済常任

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会に２名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。

それでは、本委員会に付託されました議案

を議題とし、これについて審査を行います。

なお、付託議案等の質疑は、議案等の説明が

終了した後、一括して受けたいと思います。

まず、議案等について商工観光労働部、企

業局の順に説明を受けます。

それでは、商工観光労働部長から総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いいたします。

○島田商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の提出議案について御説明を申し上げま

す。

今回、当部からは、報告案件６議案を御提

案申し上げております。

提案の内容は、県有地信託の事務処理状況

に関する報告議案１件、県が資本金等の２分

の１以上を出資している団体の決算及び事業

計画についての報告議案５件となっておりま

す。

本日は、このほか、県関与見直し実行計画

に基づく県出資団体等の見直し状況など７件

について御報告させていただくこととしてお

ります。

詳細につきましては担当課長が説明をいた

しますので、よろしく御審議いただきますよ

うお願いを申し上げます。

○宮尾商工政策課長 商工政策課でございま

す。座って説明させていただきます。

委員会説明資料の１ページで、県有地信託

の事務処理状況を説明する書類の提出につい

てでございます。

こちらの方、御説明を別冊でございます県

有地信託の事務処理状況を説明する資料で御

説明させていただきたいと思います。

それでは、説明させていただきます。

信託の概要でございますが、信託財産は、

熊本市花畑町の土地747平米でございます。

県と住友信託銀行との間で、昭和61年10月に

。 、県有地信託契約を締結しております 場所は

熊本市の中心部の花畑公園の交番の向かい側

でございます。通称テクノプラザビルという

ところでございます。信託期間は、平成30年

10月30日まででございます。受託者が住友信

託銀行株式会社。信託の内容は、信託業務を

引き受けました住友信託銀行が、当該地にオ

フィスビルを建設いたしまして、平成30年10

月まで賃貸業を営み、賃貸収入等から諸経費

及び信託報酬等の管理運営費を差し引き、利

益が出た場合は信託配当金として委託者であ

る県に交付するものでございます。ビルは、

５階から７階までが信託財産で、１階から４

階は県の所有でございます。

事業実績でございますが、２の第22期事業

実績報告書でございます。

概要に記載しておりますとおり、賃貸収入

等5,339万6,000円余の収入に対しまして、1,

935万円余の支出を行った結果、信託利益金

として3,403万円余を計上いたしました。

この信託利益金から、前期、平成18年度に

繰越欠損金として処理しております2,318万

円余をてん補し、残りを借入金等元本返済金

等に885万円余を組み入れ、200万円を県に配

当するという内容でございます。

(2)に損益計算書が表でございます。
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右側収入の欄が、賃貸収入で4,526万円、

その他合計で5,339万6,000円余ということで

ございます。支出の方が、借入金利息以下、

計の欄で1,935万9,000円余で、信託利益金が

3,403万円余でございます。

めくっていただきまして、２ページでござ

います。

この当期信託利益金の処分計算書でござい

ますが、先ほど申し上げましたとおり、2,31

8万円の前期繰越欠損金がございます。この

前期繰越欠損金につきましては、それまで入

居しておりましたＫＡＢ、熊本朝日放送が18

年２月に退去いたしまして、その後、県でソ

フトバンクを誘致するまでの間、賃料がない

という状況でございましたので、前期は繰越

欠損金として処理したものでございます。

この繰越欠損金を差し引きまして、当期純

利益が1,085万円余ということでございまし

て、これを元本組入で885万円、信託配当金

で県へ200万円というふうに処分をいたして

おります。

(4)は貸借対照表でございます。

現金が現在4,000万円、それから、借入金

は１億6,500万円と、前期より1,800万円ほど

減少しております。

３ページ目が、23期、今年度の事業計画で

ございますが、今年度は、ソフトバンクが長

期契約でございますので、安定的に推移する

予定でございます。

そういう形で、合計の9,338万円余で執行

するという予定となっております。

以上でございます。

○前田産業支援課長 産業支援課でございま

す。よろしくお願いします。

報告第12号株式会社テクノインキュベーシ

ョンセンターの経営状況につきまして、別冊

の経営状況を説明する書類により説明をさせ

ていただきます。資料の１ページをお開き願

います。

事業の概要でございますが、テクノインキ

ュベーションセンターは、平成12年４月に、

新事業創出促進法に基づきまして、県と独立

行政法人中小企業基盤整備機構との共同出資

によりまして設立された株式会社でございま

す。

テクノ・リサーチパーク内に賃貸型の事業

場、いわゆる貸し工場を建設し運営する第三

セクターでございます。４棟11室の貸し工場

の運営、管理を行っておりますが、入居状況

につきましては、平成19年度に１社が入居し

ましたものの、２社が退去し、平成20年３月

31日現在、全11室中９室が入居中でして、現

在も同様の入居状況でございます。

また、収支の状況につきましては、売上高

は4,381万6,000円を計上し、経常利益は184

万1,000円、当期純利益は35万9,000円の黒字

となっております。

続きまして、２ページから３ページにかけ

まして会社の概況を載せてございますが、３

ページには組織体制、役員について記載をし

ております。

４ページをお願いいたします。

損益計算書でございます。先ほど御説明申

し上げましたとおり、当期純利益が約36万円

となっております。

、 。続きまして ６ページをお願いいたします

貸借対照表でございます。土地、建物等を

合わせまして、左下に記載しておりますが、

総資産が約11億円でございまして、借入金な

どはございません。

資料の10ページから、平成20年度の事業計

画と事業収支計画を掲げております。

、 、事業計画につきましては これまでどおり

施設の管理、運営と入居者に対する側面的支

援を行うこととしておりまして、収支計画に

つきましても、今期も引き続き黒字を見込ん

でおるところでございます。

以上で株式会社テクノインキュベーション

センターの経営状況の報告を終わらせていた



- 4 -

だきます。

引き続きまして、報告第13号財団法人荒尾

産炭地域振興センターの経営状況についてで

ございます。

こちらにつきましても、別冊の経営状況を

説明する書類により御説明を申し上げます。

１ページをお願いいたします。

当センターは、平成２年11月に、国の産炭

地域振興審議会から答申された今後の産炭地

域振興対策のあり方の中で、産炭地域振興の

中核的事業主体の育成が提言されたことを受

け、経済産業省が平成４年度に創設した産炭

地域活性化事業費補助金制度に基づき、平成

６年12月に設立された公益法人であります。

主な事業としましては、センターみずから

が行う自主事業と、他の団体が地域活性化に

資する事業を実施する際に必要な経費を助成

する、助成事業の２つがございます。

１ページの下段の方ですが、旧産炭地域の

振興のため創設いたしました産炭地域活性化

基金につきましては、10億円が造成されてお

り、平成19年度からは、それまで運用益活用

型でありましたのが、制度改正により取り崩

し型となっております。

、 、平成19年度では ２億747万円を取り崩し

自主事業として、地域振興を担う人材育成の

ためのまちづくり人材育成事業やふるさと情

報紙の発行を行いますとともに、２ページを

お開きをお願いしたいと思います。助成事業

として、荒尾ナシ100周年事業や万田坑及び

万田坑周辺整備事業などへの助成を行ったと

ころでございます。

また、産炭法の失効に伴い創設いたしまし

た新産業創造等基金につきましては、これも

10億円の基金が造成されており、取り崩し可

能な基金であり、平成17年度から、基金を取

り崩しての本格的事業展開に取り組んでいる

ところでございます。

平成19年度では、880万円を取り崩し、産

業育成を目的としたコーディネーター委嘱業

務の実施、企業誘致等事業で２件の助成を行

ったところでございます。

７ページをお願いいたします。

平成19年度の収支につきましては、ここに

収支計算書総括表を掲載しておりますが、収

入合計２億5,018万円余に対しまして、支出

合計２億4,184万円余で、次期繰越金833万円

余となっております。

平成20年度につきましては、資料の31ペー

ジから43ページまでの事業計画により、新事

業創出支援推進事業等、引き続き自主事業及

び助成事業を行い、特に産炭地域活性化基金

につきましては、積極的な活用を行い、さら

に旧産炭地域振興のための事業を推進してい

くこととしております。

以上をもちまして、財団法人荒尾産炭地域

振興センターの経営状況の報告を終わりま

す。御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。

○梅本観光物産総室長 観光物産総室でござ

います。報告第14号の説明をさせていただき

ます。

別冊の伝統工芸館の経営状況を説明する書

類に基づきまして御説明を申し上げます。

お開きいただきまして、１ページ目に、19

年度の事業報告を書かせていただいておりま

す。

１ページ目の中ほど、上段にありますよう

な施設の管理をやっておりまして、１階展示

室、２階展示室を初め、ほぼフル稼働の状況

の中で施設の運営、管理を行っております。

施設の来場者数につきましては、１ページ

の表の右下にありますが、合計で17万8,694

人の方々に来訪いただいております。

これの推移でございますけれども、２ペー

ジのグラフに平成６年以降の推移を書かせて

いただいております。ほぼ15万人以上、20万

人のところの中で推移をしてきておりまし

て、先ほど言いましたように、19年度につき
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ましては17万8,000人余の利用をいただいて

おります。

３ページ以下につきましては事業報告でご

ざいますが、とりわけ８ページに、伝統工芸

館の方で中心的に今取り組んでおります伝統

的工芸品の産地指定の推進事業でございま

す。

肥後象眼や天草の陶磁器、そして、小代焼

に続きます第４弾目の伝統工芸品の産地指定

を目指しまして、今、山鹿灯籠、人吉・球磨

地方の刃物及び八代のイグサの３産地につき

まして、国の指定を受けられるように準備を

進めております。

さまざまな基準がありまして、なかなか難

しいハードルもございますが、例えば山鹿灯

籠については、歴史性を挙証する文献を入手

することができましたし、そういったことで

一歩一歩積み上げまして、ぜひできるだけ早

く次の伝統工芸品の産地指定を目指したいと

考えております。

９ページをお開きください。

９ページと10ページが、19年度の伝統工芸

館の一般会計の収支計算書であります。

10ページの下から３段目のところに、当期

収支差額、決算額がマイナス244万と出てお

ります。ただ、前期からの繰越金が720万程

度のプラスがありますので、20年度に向けて

。は480万のプラスの繰り越しをしております

この当期収支が、マイナス244万としてマ

イナスになりました原因の主なものは、９ペ

ージのちょうど中ほどに、事業活動支出があ

りますが、伝統工芸館の管理運営費、人件費

の下に一般管理費があります。ここの左から

２番目のところに、補正額が710万出ており

。 、ます 法人税の税金の支払いでございまして

指定管理制度に伴いまして法人税を支払った

ことに伴って２カ年分の事業支出が出た関係

で、先ほど言いましたような、当期としては

マイナス240万の赤字でございますが、次期

繰り越しとしては黒字の480万を予定してお

ります。

続きまして、23ページ以降に、20年度の事

業計画を書かせていただいております。

ほぼ19年度と同じような内容になっており

ますが、特に常設展示での企画を充実しまし

て、来場者の確保を目指したいと考えており

ます。

とりわけ20年度の取り組みとしては、25ペ

ージの(5)でございますが、利用促進策とし

て、１階展示室と即売場の配置がえを既に行

っております。かなり好評でございまして、

ほぼ今の状況で１割程度の利用増の実績がご

ざいますので、引き続き集客活動の方に努め

てまいりたいと考えております。

以上、伝統工芸館の収支状況及び20年度の

事業計画でございます。よろしく御審議お願

いいたします。

○長野労働雇用総室長 労働雇用総室でござ

います。よろしくお願いします。

説明資料の５ページ、報告第15号財団法人

熊本テルサの経営状況を説明する書類の提出

についてでございますが、別冊の経営状況を

説明する書類により説明させていただきま

す。

まず、この財団法人熊本テルサでは、勤労

者の福祉の向上及び勤労者意欲の向上等を図

ることを目的に、職業情報の提供、教育・研

修、健康増進等々、それから、宿泊等のサー

ビス事業を行っているところでございます。

まず、３ページの平成19年度事業報告書で

ございますけれども、(1)の情報提供事業と

しまして、国、県等の労働関係の施策等の広

報を行いますとともに、雇用・能力開発機構

と連携しまして、勤労者へ職業情報等を提供

しておるところでございます。

また(2)の教育・研修事業や(4)の教育・文

化事業につきましては、企業や団体が行いま

す会議、研修あるいは講演会、学会、各種集

会に対しまして、テルサホールや会議室等を
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御利用いただいているところでございます。

また(3)の健康増進事業につきましては、

勤労者の健康増進のため、フィットネスクラ

ブ、スイミングクラブ、エアロビクスなどの

運動施設を提供しているところでございま

す。

次に、４ページでございます。

熊本テルサ運営事業としまして、レストラ

ン部門、会議・宴会部門、宿泊部門において

各種のサービスを提供しております。

そして、これらを適切に維持管理するため

に、大きい２の熊本テルサの管理に関する事

業といたしまして、施設の維持、補修、機械

設備の保守点検等の管理事業を行っておりま

して、19年度におきましては、さらに経営改

善計画に基づきまして施設の改修、業務マニ

ュアルの整備並びに階層別の職員研修等、人

材育成の強化を行いますとともに、昨年度、

東京の一流ホテルの総料理長として活躍され

ておりました土山さんを新たに総支配人とし

てお迎えいたしまして、料理やサービスの質

の向上に努めたところでございまして、そこ

の５ページのところに昨年度の利用状況を示

してございますけれども、約46万人の方々に

御利用をいただいているところでございま

す。

それから、６ページをお願いいたします。

19年度の収支計算書でございます。

、本年度の決算額の(2)の欄でございますが

、 、 、収入の部では 基本財産運用収入 事業収入

、 、雑収入 特定預金の取崩収入を合わせまして

当期の収入合計が約９億7,300万円余でござ

います。前期繰越収支差が5,900万円余あり

ますので、収入合計としましては10億3,200

万円余となっております。

一方、支出の部でございますが、事業費、

管理費、固定資産の取得費の支出、借入金の

返済支出を合わせまして、当期支出合計が９

億8,300万円余で、当期そのものの収支差と

しましては960万円余の支出の超過となって

おります。

これは、婚礼の売り上げが、チャペル改修

による伸びによる事業収入が前年度を110％

、 、ほど伸ばしましたものの 料理におきまして

地産地消メニューを導入したことによる仕入

れ原価の増あるいは燃料費の高騰等によりま

してマイナスになったものでございます。こ

の結果、次期繰越収支差が4,900万円余とな

っております。

続きまして、資料15ページをお願いいたし

ます。

20年度の事業計画書でございます。

20年度におきましても、19年度と同様、勤

労者の福祉向上を図ることを目的に、職業等

の情報提供等々の今年度と同様の各種事業を

行う予定でございます。

17ページをお願いいたします。

20年度の収支予算書でございまして、本年

、 、度予算額の欄をごらんいただきますと 収入

支出とも10億600万円余となっております。

以上が財団法人テルサの決算及び20年度の

事業計画でございます。

引き続きまして、説明資料の６ページでご

ざいます。

報告第16号財団法人熊本雇用環境整備協会

の経営状況についてでございます。これにつ

いても別冊の方で説明させていただきます。

雇用環境整備協会は、地域の発展を担うべ

く、人材の確保、育成、定住促進に寄与する

ことを目的といたしまして、平成３年11月に

、 、 、設立された財団でございまして 県 市町村

県内の主要企業から出資、出捐いただきまし

て、基金の運用益及び受託事業の収入で事業

を行っているところでございます。

まず、19年度の事業報告書でございますけ

れども、３ページの大きい１番、地域雇用の

推進では、(1)として、Ｕターンに対する助

成でございますけれども、県内事業主に対す

るＵターン費の助成として、Ｕターン者を採

用した中小企業主に対する移転費用の一部を
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助成するもので、19年度は６件ほど助成をい

たしております。

それから(2)の地域雇用支援事業といたし

ましては、企業経営や人材育成に関する講演

会を開催しております。

４ページをお願いいたします。

(3)の就職支援事業としまして、再就職希

望者に対して、パソコンの実務活用術や個別

カウンセリング等を内容とします職業スキル

アップセミナーを、県内６カ所のハローワー

クの管内において実施しております。

、 。それから次 ５ページをお願いいたします

協会の自主事業の２つ目としまして、若年

者の雇用の推進に係る事業を実施しておりま

して、具体的には、ＪＲ水前寺駅ビルにジョ

ブカフェくまもとを設置し、熊本県、ヤング

ハローワーク、雇用・能力開発機構と共同し

まして、若年者の就職支援を一体的、総合的

に行っておりまして、昨年度は延べ１万5,50

0名程度の若者が来所いたしております。ま

、 、た 552名の方が就職決定されておりまして

３年連続500名を超える成果を上げていると

ころでございます。

次に、３番目として、そのほか調査研究事

業も実施しております。

資料７ページをお願いいたします。

これにつきましては、厚生労働省からの受

託事業でございます若年者地域連携事業の実

績を記載しておりまして、この事業は、ニー

ト、フリーター、若年離職者、学生等を対象

としまして、職業観、勤労観を醸成し、就労

過程へ誘導する各種事業を中心に構成されて

おりまして、例えば高校生の県内企業職場見

学の助成あるいは職業意識や社会人として身

につけるべき基本マナー等の知識を高めるた

めの職業セミナーなど、９ページまで書いて

ございますけれども、全部で12本の事業を実

施しておるところでございます。

次に、10ページをお願いいたします。

19年度の収支決算書でございます。

大きいⅠの、まず事業活動収支の部の決算

額(b)欄でございますけれども、ごらんいた

だきたいと思いますが、事業活動収入としま

して、基金運用による利息収入、それから国

からの受託事業収入等を合わせまして、当期

の事業活動収入合計としましては7,600万円

余でございます。

一方、支出につきましては、事業費、管理

費合わせまして支出合計6,600万円余でござ

いまして、当期の事業活動収支差は900万円

余のプラスとなっております。

次に、Ⅱの投資活動収支の部をごらんいた

だきたいと思います。

基金取崩収入1,500万円余を計上しており

ますけれども、これは基金を運用する際の不

足額を充当するための資金といたしまして、

固定資産として普通預金を積み立てておりま

したけれども、新会計基準導入後初めて決算

を行うに当たりまして、公認会計士の助言を

受けましたところ、基金の中に流動性の高い

普通預金を計上することは好ましくないとの

指摘がございましたので、会計処理上、取り

崩しを行ったものでございます。

その下の投資有価証券の売却収入３億4,00

0万円余については、より有利な基金運用を

行うために債券の運用がえを行ったものでご

ざいまして、その下に投資有価証券取得支出

として新たに３億円を投入しておりますけれ

ども、これは先ほどの売却資金をもとに新し

い債券を購入したものでございます。

また、定期預金積立支出が5,000万円ござ

いますけれども、これは残りの売却収入4,00

0万円余をもとに、新たに定期積み立てを行

ったものでございます。

この結果、11ページの一番上の投資活動収

、支差1,400万円のプラスとなっておりまして

最終的には次期繰越収支差額として１億3,00

0万円余となっております。

それから、21ページをお願いいたします。

20年度の事業計画でございますけれども、
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19年度も引き続き、Ｕターンを採用した中小

企業に対する助成、企業経営や人材育成に関

する講演会等々を実施することにしておりま

すし、22ページでございますけれども、引き

続きジョブカフェの運営についても行います

とともに、昨年度、天草地域で実施しました

遠隔地の若者のためのジョブカフェサービス

の出前で提供いたします移動ジョブカフェ

を、今年度は八代、球磨地域に拡充し、若者

の県内就職の促進を図ってまいることにして

おります。

さらに、24ページをお願いいたします。

19年度も、引き続き、厚生省からの受託事

業を受けまして、14本の事業を予定しておる

ところでございます。

27ページでございますけれども、20年度の

収支予算書でございます。

事業活動の収支の部として、財産部門の収

入、受託事業の収入を合わせまして8,500万

円余でございまして、支出につきましては、

事業費、管理費合わせまして合計9,000万円

余となっております。

さらに、28ページの投資活動収支の部で10

0万円ございますので、その結果、次期繰越

収支差が、最下段にありますように、7,100

万円余となっております。

以上、熊本県の雇用環境整備協会の決算及

び事業計画の説明でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

○佐藤雅司委員長 それでは次に、企業局の

総括説明を上野企業局次長から説明をお願い

いたします。

○上野企業局次長 企業局でございます。

それでは、私の方から企業局の総括説明を

させていただきます。

今回、企業局から提案しております平成20

年度熊本県電気事業会計補正予算の補正予算

議案を御説明申し上げます。お手元の説明資

料の７ページ、８ページでございます。

補正の内容につきましては、荒瀬ダム関連

の工事に係る増額を２件お願いしておりま

す。

補正額は、７ページの総括表のとおり、２

件ありますけれども ２件合わせて4,712万9,、

000円の増額補正でございます。

以上のとおりでございますけれども、詳細

につきましては総務経営課長の方から御説明

いたしますので、よろしく御審議のほどをお

願いいたします。

また、熊本県営有料駐車場のあり方検討に

ついてと荒瀬ダムを継続する場合の費用等に

ついての御報告をさせていただくことにして

おりますので、あわせてよろしくお願いいた

します。

○中園総務経営課長 総務経営課でございま

す。説明資料の７ページをお願いします。

補正予算の総括表でございますが、企業局

で経営しております３事業についてまとめた

ものでございますが、今回、電気事業会計の

収益的支出の増額、資本的支出の増額につい

て補正をお願いしております。

内容につきましては、８ページをお願いい

たします。

収益的支出の営業費用について2,025万9,0

00円の増額補正をお願いしておりますが、こ

れは荒瀬ダム砂れき除去工事の工事費の増額

でございます。

除去した砂れきにつきましては、漁港漁場

整備課の八代海地区漁場環境保全創造事業、

これは覆砂事業でございますけれども、利用

することにいたしておりますが、覆砂事業に

適した砂を選別する費用が新たに必要になり

ましたので、補正をお願いするものでござい

ます。

同じページの下の表ですが、資本的支出の

建設改良費について2,687万円の増額補正を

お願いしております。これは荒瀬ダム護岸補
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修工事に係る増額でございます。

今年２月に、河川管理者と現地確認をしま

したところ、護岸基礎部の洗掘河床等が確認

され、早急に補修するよう追加指定されまし

たために、補正をお願いするものでございま

す。

企業局は以上でございます。

○佐藤雅司委員長 以上で執行部の説明が終

了いたしましたので、質疑をお受けいたした

いと思います。質疑はありませんか。

○鎌田聡委員 雇用環境整備協会の経営状況

の説明がございましたけれども、10ページ、

19年度の収支決算書で、受託事業収入が4,20

0万から2,800万とかなり減っていますよね、

予算から。これは何か受託事業がかなり減少

したのかどうか、そこを教えていただきたい

と思います。

○長野労働雇用総室長 一部、当初計画して

おりました事業ができずに執行しなかった部

分がございまして、こういう数字になってお

ります。

、 、○鎌田聡委員 これは 受託事業というのは

大体国からの受託ということになるんです

か。

○長野労働雇用総室長 厚生労働省からの受

託でございます。

○鎌田聡委員 気になるのが、ちょっと兼ね

合いがよくわからないんですけれども、特殊

、 、法人の見直しの関係で 雇用・能力開発機構

ここから受託がされているんじゃないかなと

思うんですけれども。あれがもし廃止という

扱いになれば、そういった受託事業あたりが

なくなってくるのかなという気がしていて、

その減額がちょっとこういった形で影響して

きているのかなと思ったんですけれども、そ

れは全く関係ないということですか。

○長野労働雇用総室長 雇用環境整備協会は

能力開発機構からは受託はございません。県

の方もございません。雇用開発機構も独自に

事業をされておりまして、厚生労働省からの

金を流してもらって独自に事業をされており

ますので、県も雇用環境整備協会も受託はし

ておりません。

○鎌田聡委員 はい、よろしいです。

あと、受託事業がちょっと減っているとい

うことですけれども、やっぱり雇用環境、そ

してまた、若年者の雇用環境は依然としてま

た厳しい状況にあると思いますので、ぜひし

っかりとこの事業を進めていただきたいと思

います。よろしくお願いします。

○溝口幸治副委員長 今のこの雇用環境整備

協会なんですが、昔、労政課てあって、労政

事務所とかあったでしょう。そのあたりでや

っていた厚生労働省からの――昔は労働省と

言いよったですけれども、その受託事業とい

うことで理解してよかっですか。それだけで

はないんですか。

○長野労働雇用総室長 済みません、そのあ

たりはちょっと今の時点で私も把握しており

ませんので、申しわけございません。

○溝口幸治副委員長 この事業をやっていく

ときに、例えば商工会議所とか商工会が果た

す役割、例えばアンケート調査だとかいろい

ろなところで経済団体が活動すると思うんで

すけれども、そこはどうですか。今、いろい

ろお願いしてやられているんですか。

○長野労働雇用総室長 昨年度、商工団体等

にアンケートをしたのは特になかったかと思
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いますけれども、場合によっては、協会の方

から商工団体にお願いする場合が出てくるか

と思います。

○溝口幸治副委員長 私の経験からいくと、

結構この辺の下請的な仕事が商工団体に回っ

てくることがあるんですよね。それは、商工

政策課あたりとは全く違うというか、そこで

把握されていない事業ですけれども、そうい

う雇用面でも商工団体がしっかりと役割を果

たしているというのを、商工政策課あたりと

もちゃんと情報を共有しとっていただかぬ

と、なかなか補助金の問題――この前増永委

員の質問でもありましたけれども、視点が商

工政策課だけの視点で考えがちじゃないかな

と。

商工団体が果たしている役割、こういった

ものは皆さん方の各課各部にまたがるものが

あって、そういったものをトータルで評価し

て商工団体に対する補助金というものを議論

していかないと、商工政策課がやっている事

業だけを見ていくと、やっぱりああいう感じ

の、まあ削減ありきと、財政が厳しいですか

ら、削減という方向は理解をしますが、何か

視点が足りないようなそんな気がしています

ので、ぜひやっぱりこういうところで商工団

体がやっている活動、そういったものをしっ

かり洗い出して部としてまとめとかぬと、こ

れから先財政の議論をやっていく中で、ひょ

っとしたらその視点が抜けてしまうんじゃな

いかと思っていますので、部長、次長、その

辺をよく検討しといてください。これは要望

です。

○佐藤雅司委員長 その辺の雇用環境整備協

会の経緯について、どなたかおわかりになる

方がおられれば、そこのところをちょっとお

願いしたいと思います。

それから、今のについて、要望でいいかも

しれませんが、部長、何かあれば。

○島田商工観光労働部長 溝口副委員長、今

御指摘のとおりでございます。

商工団体、商工会、商工会議所、中央会、

トータルとしてやっぱり小規模事業者の育

成、健全な発展を図るものでございまして、

私どもとしましても、近年、やっぱり商工団

体に対する要望といいますか、これもかなり

複雑になってきているわけでございまして、

これは私どもも、ある面ではいろいろ補助金

の見直しもお願いをする一方で、やっぱりそ

ういう商工団体がこれまでやってきた役割、

これももう一回きちっと検証をしながら、本

当に商工団体が小規模事業者にとっていろん

な面で、トータルとしてその発展に寄与でき

るように、私どもも目配りを部全体として今

後ともやっていきたいと思っておりますの

で、また御協力のほどお願いをいたしたいと

思います。

○佐藤雅司委員長 その経緯について、どな

たかおわかりになりませんか。なければ……

○溝口幸治副委員長 後でいいです。

○佐藤雅司委員長 それでは、後で溝口副委

員長の方に御報告をお願いいたしておきま

す。

○西岡勝成委員 ２点お尋ねしたいと思いま

すけれども、熊本テルサ、土山さんになって

。 、随分私は変わってきたと思います 私たちも

地元の食材をいろいろ頼まれて、直接お会い

して活用できないかということでお願いに行

くんですけれども、快く使っていただきなが

ら、まあ食材のちょっと仕入れが高くなった

という話もありましたけれども、非常に料理

の評判がいいと聞いておりますし、私も毎年

定期的に使っておりますけれども、随分変わ

ってきました。
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これは要望なんですけれども、要するに、

地産地消、食の安全、安心、一次産品をやっ

ぱり使って売るところってそんなにないんで

すね。だから、テルサを一つの熊本県の地産

地消の中心地みたいな感じにぜひつくり上げ

て、観光客でも、あそこに行ったら熊本の素

材で大もとが食べられるというような感じに

まで、ぜひ土山さんがおられる間にしてほし

いと思います。

これは要望ですけれども、もう１つ、企業

局。

汚泥を除去して、覆砂用の砂利も採取され

ていますけれども、きのうも環境対策特別委

員会で、覆砂事業に対する砂、骨材の不足と

いうのが、これは産業支援課、前田課長さん

ところもいろいろ関係してくると思うんです

けれども、やっぱり今河川に砂防とかダムが

ほとんどできてしまって、砂とか砂利の供給

が海になかなか来ない。

そうであれば、やはり荒瀬でやっていただ

いたようなことを、砂防とか、そういういろ

いろなダムから砂とか砂利を採取して、骨材

、 、に使うとか 覆砂に使うとかしていかないと

私は有明海で砂を採取するというのは、非常

に漁業振興の面からもおかしいと思っており

ます。

きのうも言いましたけれども、半分ぐらい

がヘドロなんですね。ヘドロというのは浮遊

していきますので、最終的には覆砂をしても

海岸線に残って、アブハチ取らずになってし

まう可能性というのは十分あるので、新しい

砂が供給されていないから、だんだんその率

が――多分、良質な砂を取るためには、ヘド

ロをばんばんばんばん流しながらやっていか

ないと砂が取れないという状況になりつつあ

ると思いますので、今後、骨材の面から、ま

あ覆砂の面からも、ダムとか、そういう砂防

から、そういうものを採取するような方向性

というのは見出せないものですか。

これは土木部との関係も非常にあると思い

ますけれども、荒瀬ダムは、こういうことで

一応14年に撤去を決めましたので、そういう

流れの中で今やっていますけれども、全体の

流れとして、骨材の砂利が県内で不足をする

というようなことであれば、そういうことも

考えていかざるを得ぬのじゃないかと思いま

す。これは産業支援課長の方……。

○佐藤雅司委員長 ちょっと待ってくださ

い。第１点目のテルサの地産地消については

要望ということで。

○西岡勝成委員 はい。

○佐藤雅司委員長 今の覆砂について、じゃ

あ産業支援課長。

○前田産業支援課長 覆砂、それから、全般

的な骨材の需給の観点からちょっと御意見を

申し上げますと、県内の骨材が144万立米ほ

ど使われておりますが、その内訳としまして

は、本県の場合は、海砂が50％、約70万立米

ほどが使われております。川砂の方は、これ

はもうほんの数％程度が使われておるという

状況でございます。

九州以外の他県におきましては、山砂であ

りますとか川砂とかいうのが主体となってお

るようでございますが、本県の場合は、全般

的な、全国的な河川の砂利採取の縮小、この

流れが出てきているのかなというふうに思っ

ております。河川の砂利採取というのは非常

に少ない現状にあると。

これは土木等が所管しておりますので明確

、 、にはわかりませんが 河川管理上の問題とか

いろんな観点から、河川管理者が採取の抑制

という方向に行っているのかなというふうに

は思っております。

以上でよございますか。

○西岡勝成委員 それで、要するに私が言い
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たいのは、砂防ダムとか普通のダムに、そう

いう荒瀬みたいな良質の砂利、砂がたまっと

。 、 。ると 要するに 河川の工事によってですね

その分を除去することと、骨材とか、そうい

う覆砂事業との流れというのは、有機づけて

何かできないものかということですよ。

○佐藤雅司委員長 私も、きのう同様の質問

をさせていただきましたので、非常に関心が

ありますが、じゃあ中園総務経営課長。

○中園総務経営課長 企業局でございます。

私ども、撤去ということで今進めてまいり

ましたけれども、22年の４月から撤去に入る

ということで、約10万立米を撤去に入るとき

まで、それ以降も、また合わせて10万立米除

去することにしておりますけれども、それに

ついては、19年度から22年度、これは覆砂事

業として６万立米ほどを使うようにしており

ます。

ただ、これはあくまで流域還元ということ

でございまして、今後荒瀬ダムを撤去するあ

るいは継続するにしても、土砂はこれは出て

まいります。ただ、これは有明海、八代海再

生の特措法がございますので、国の方で、１

級河川でございますので、総合的な土砂管理

といいますか、骨材利用はできないというこ

とでございますので、むしろ私どもが土砂を

取った場合は、やはり流域に還元するという

ことで、ダムの上流であるとか下流において

土砂を海の方に流すということになるという

ふうに思っております。

○西岡勝成委員 それは荒瀬はわかるんです

よ。そういうことでできる。今まで――これ

は土木部がいらっしゃらないのでわからない

んですが、やっぱりそういう連携というのは

――今後やっぱりダムにはたまっていくんで

すね、砂利とか砂が。たまっていくやつをや

っぱり除去すると、またそこが活用はできる

わけでございますので、ヘドロもそのうちに

はたまって、荒瀬の場合は赤潮も発生したよ

うな状況もあります。アオコが出たり、いろ

いろな部分もあるので、今後は――まあ氷川

もあるし、いろいろなダムがありますよね。

そういうところから、砂、砂利を撤去するよ

うなシステムをつくっとかぬと、そこでうっ

とめてしまっとったら、それは、海岸線はヘ

ドロ化していきますよ、ずっと。それで、海

の中からまた取って、どんぶりの中で砂は一

部分しかないのに、それを取って海岸の近く

、 。に置いたら それはまたヘドロになりますよ

ヘドロはばんばんばんばん――あの砂の採取

作業を私も見に行きましたけれども、ばんば

んばんばんヘドロは流してしまうんですか

ら、半分ぐらいは。そして、もう多分上空か

ら見ると、一面濁っていますよ。それが海岸

線に打ち上げたら、同じことを何か金かけて

しよる。一時的には覆砂ができても、最終的

にはまた浮遊物となって海岸線にヘドロが漂

着して覆砂の意味をなさないと思いますの

で、やっぱり砂を供給してやるというシステ

ムを自然環境の中で考えていかなければなら

ないと思いますので、ぜひこれは部課を超え

て検討をいただきたい。

○佐藤雅司委員長 それじゃ、産業支援課で

も、それから企業局の方でも、なかなかここ

でどうだこうだという話はできないというふ

うに思いますが、私もきのう申し上げました

が、やっぱり上下流の関係を、堰堤をつくっ

て、そこに砂、小石がたまってしまう。砂や

小石が流れないために、いわゆる海の環境も

悪くなってしまうと。上からずっとそういう

ふうになっております。さらには、その上流

の部分についても、いわゆる河川の底位が上

がったり、いろんな環境に悪い状況が逆に出

てきているというような感じがいたしますの

で、ぜひ部課を越えて横断的に検討をしてい

ただきたいと、そのことだけを要望しておき
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たいというふうに思います。

○内野幸喜委員 私もその点をつけ加えさせ

ていただきます。その覆砂事業、隣県の福岡

県と比べて、やはり熊本の覆砂事業というの

は予算額が少ないと思うんですね。今さっき

西岡委員からもお話がありましたように、や

っぱりそういったものを活用しながら、そう

いった事業もやってもらいたいと思います。

以上です。

○佐藤雅司委員長 じゃあ、要望でいいです

ね。

○内野幸喜委員 はい。

○佐藤雅司委員長 ほかにございませんでし

ょうか。

(「ありません」と呼ぶ者あり)

○佐藤雅司委員長 それでは、なければこれ

で質疑を終了いたします。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第３号について採決をいたしたいと思い

ますが、御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○佐藤雅司委員長 御異議なしと認め、採決

いたします。議案第３号について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○佐藤雅司委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第３号は、原案のとおり可決す

ることに決定をいたしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りをいたします。

まず、議事次第に記載の事項について、閉

会中も継続審査することを議長に申し出るこ

ととしてよろしいでしょうか。

（ はい」と呼ぶ者あり)「

○佐藤雅司委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。

それでは次に、報告事項に入ります。

報告の申し出が商工観光労働部から７件、

企業局から２件あっております。

まず、それぞれ担当課長から説明を受けた

後、一括して質疑を受けたいと思います。

それでは、報告１、２、３について、これ

はできるだけ簡潔に説明をお願いいたしま

す。

○宮尾商工政策課長 商工政策課でございま

す。

それでは、報告３件お願いいたします。お

手元の委員会報告事項の冊子をお願いいたし

ます。

まず、１件目は、県関与見直し実行計画に

基づく県出資団体等の見直し状況の報告でご

ざいます。

これは、平成17年度の財政対策特別委員会

の申し送りで、県出資団体の見直し状況を報

告するというものでございます。先ほどから

の説明と重複いたします部分もございますの

で、簡潔に説明させていただきます。

まず、表の１番、熊本県伝統工芸館でござ

いますが、平成18年度に指定管理者等に移行

いたしまして、計画どおり削減を進めている

ということでございます。

それから、２番目のグランメッセ熊本につ

きましては、平成18年７月31日付で解散して

おります。

３番のくまもとファズにつきましては、県

の出資額を従来の４億円から200万円に大幅

に圧縮しまして、商工観光労働部長の取締役

への就任を廃止しております。

それから、４番目の荒尾産炭地域振興セン

ターでございますが、こちらにつきましては

県関与継続ということで、事業の内容は先ほ

ど報告したとおりでございます。

それから、５番目の財団法人くまもとテク

ノ産業財団、こちらにつきましては県関与を

縮小して存続ということで、計画どおり、県
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、 。職員の派遣 県費支出等を縮小しております

６番目のテクノインキュベーションセンタ

ーにつきましては、こちらの方は県関与継続

ということでございまして、先ほど業務報告

したとおりでございます。

２ページ目でございます。

熊本県起業化支援センター、こちらの方も

県関与継続ということでございまして、引き

続き支援してまいるということでございま

す。

それから、８番目の熊本県信用保証協会で

ございますが、県関与縮小して存続というこ

とでございますが、こちらの方が、県費支出

の見直し状況を見ていただきますと、5,300

万円ほどプラスになっております。こちらの

方は、代位弁済が近年増加している関係で増

加しているということでございます。所管課

におきましては、保証料の見直し等に取り組

んでおりますが、この金額の増加は代位弁済

等の増加ということでございます。

９番が熊本県観光連盟で、他の団体と統合

ということで、こちらの方は統合済みで、県

費支出の方も計画的に削減いたしておりま

す。

熊本県物産振興協会、こちらにつきまして

は、こちらの方も計画的に県費支出を削減し

ているという状況でございます。

11番、12番は、先ほど説明がありましたと

おりでございまして、県関与を縮小して存続

ということで、計画どおり縮小しておるとこ

ろでございます。

以上が県出資団体の見直し状況の報告でご

ざいます。

続きまして、３ページ、事故米の不正流通

に係る対応について簡単に説明させていただ

きます。

経緯といたしまして、９月５日に農林水産

省からの記者発表がございまして、事故米穀

不正流通により、県内のしょうちゅう、米粉

などに混入の疑いがあるということが報道さ

れております。

商工観光労働部では、９月６日に危機管理

対策連絡本部を設置いたしまして、部長、両

次長以下関係課長で第１回の本部会議を開催

しております。９月８日から９日にかけまし

て、酒造メーカー３社が自主公表、記者会見

をいたしまして、その後、９月10日には第２

回本部会議を開催しております。今後被害の

拡大が広がるのではないかということで、当

面の対応策の検討に入ったところでございま

す。９月16日には、農林水産省から、県内41

社の関係事業者名が公表されまして、これに

伴いまして、９月17日には、緊急対策の実施

について発表させていただいたということで

ございます。

２が緊急支援対策でございます。

経営相談、金融支援、県産品の信頼回復対

、 、 、策と この３本から成っておりますが 本日

内容は省略させていただきたいと思います。

以上が事故米穀の不正流通に係る対応でご

ざいますが、こちらにつきましては、まだま

だ事態は流動的なところもございますし、風

評被害もこれからかと思いますので、引き続

き注意してまいりたいと考えております。

以上が事故米の不正流通に係る対応でござ

います。

３本目が、熊本県財政再建戦略についてで

ございます。

お手元に熊本県財政再建戦略中間報告とい

う冊子がお配りしてあるかと思いますので、

そちらの方をごらんいただきたいと思いま

す。

こちらにつきましては、本日、総務常任委

員会の方で報告が行われるということになっ

ておりますが、財政再建は全部局に係るもの

、 、でございますので 当委員会におきましても

その内容を簡潔に報告させていただきます。

まず、表紙をお開きいただきまして、まず

初めに、中間報告を行うに当たっての知事の

メッセージを掲載しております。
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危機的な財政状況を克服するため、歳入歳

出両面にわたる抜本的な見直しに取り組んだ

ものの、現時点では財源不足の解消にはほど

遠い結果となっていることから、職員給与の

削減を含めたさらなる見直しを進めること、

また、県民の皆様に説明責任を果たしていく

ためには、県みずからが身を切るような努力

を行うことが必要であることなど、財政危機

の克服に向けた知事の決意を改めて示してお

ります。

２枚めくっていただきまして、１ページを

お願いいたします。

１ページからが県財政の現状と課題という

ことで、１ページから８ページまでは、これ

まで既に先生方にも御承知の内容でございま

、 。して 公表しました内容を記載しております

なお、この中で４ページでございますが、

４ページだけが新しい資料でございまして、

全国知事会が作成をしました地方財政全体の

将来推計を示す資料ということでございま

す。

中段の表でおわかりのように、このままの

状態では、平成21年度には都道府県が、それ

から、平成23年度には、都道府県に限らず、

地方全体の市町村とも財政破綻に陥るという

ことでございまして、財政の危機的な状況と

いうものは、本県だけではなく、地方全体に

及んでいるということを示したものでござい

ます。

それでは、９ページをお願いいたします。

９ページからが中間報告の内容となってお

ります。

10ページでございますが、10ページから11

ページにわたりまして、戦略策定の背景、戦

略の基本的な考え方、目標等について体系的

に整理しております。

再建戦略の目標といたしまして、11ページ

の持続可能な行財政システムの構築というこ

とを掲げておるところでございます。

なお、戦略の期間につきましては、一番下

でございますが、平成20年度から23年度まで

の４年間といたしまして、平成21年度から23

年度までを集中取り組み期間として取り組む

ということにしております。

12ページをお願いいたします。

財政システムについてでございます。６つ

の方針に従い、歳入歳出両面における抜本的

な改革に取り組み、歳入に応じた歳出構造へ

の転換を目指すということにしております。

13ページから18ページにかけまして、歳入

に係る９項目について、基本的な考え方、具

体的な取り組み内容、課題等について整理し

ております。

、 、この中で 商工部の関連で申し上げますと

、 、13ページの県税では 基本的な考え方の中に

将来の税源関与につながる企業誘致や産業振

興に重点的に取り組むということを記載して

。 、 、おります そのほか 取り組みの内容として

地方税徴収対策、水とみどりの森づくり税の

使途の見直しなどを掲げております。

14ページをお願いいたします。

県有資産の有効活用ということで、未利用

資産を初めとする土地の売却等に取り組むこ

ととして、取り組み内容で主な売却予定物件

等も記載しております。

15ページの特別会計では、取り組みの内容

の２つ目でございますが、高度技術研究開発

基盤整備事業等特別会計、いわゆる工業団地

の特別会計でございますが、こちらの方で分

譲価格の見直しなどによりまして売却促進を

するほか、次の段の中小企業振興資金特別会

計でございますが、こちらの方も、資金需要

を踏まえた見直しによって、一般会計での活

用を検討するというふうにしております。

めくっていただきまして、16ページが出資

金、貸付金の有効活用、それから、17ページ

は新たな歳入確保に向けた取り組みというこ

とで、ネーミングライツ等も記載しておりま

す。

めくっていただきまして、19ページをお願
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いいたします。

19ページから28ページにかけましてが、歳

出に係る５項目でございます。

まず、人件費についてでございますが、本

県では、これまでも職員数や給与の削減に取

り組んできたところでございます。今回、新

たな定員管理計画を策定いたしまして、現在

の計画とあわせて、今後４年間で1,200人以

上の削減に取り組むとともに、職員給与の削

減についても検討をするということにしてお

ります。

21ページをお願いいたします。

一般行政経費でございますが、各種補助金

や物件費、維持管理費などの一般行政経費に

つきましては、全体で約40％の削減を目標に

サマーレビューに取り組んだところでござい

ます。

その中で、県が必要最小限取り組む必要が

ある経費を基礎的なもの、これは内容的には

法定受託事務でありますとか、法律、条例で

義務づけられた事務でありますとか、それか

ら債務負担が設定されている業務、それから

庁舎等の維持管理費でございますが、こうい

ったものを基礎的なものとして整理している

わけでございますが、その割合が77％を占め

ておりまして、抜本的な削減が難しいことか

ら、この削減の割合も15％程度にとどまって

いるということでございます。そちらの取り

組みの概要を21ページの下の表で示しており

ます。

めくっていただきまして22ページでござい

ますが、補助金等につきましては、その性質

に応じまして10％から40％の削減を要請せざ

るを得ない状況にございます。補助金により

ましては削減が難しいものもございますが、

県として、投資的な考え方のもと、関係団体

等の御理解を得ながら削減に取り組むことと

しております。

23ページには、個別補助金ということで、

プロジェクトチームで個別に検討した補助金

の一部を記載しております。

当部の関係では、先ほど副委員長の方から

もお話がございましたが、中段に商工団体補

助の見直しが掲げてございます。本会議の方

でも、増永委員の質問に知事及び部長がお答

えしましたとおり、商工団体と十分協議しな

がら、地域経済への配慮を念頭に見直しを進

めるということとしております。

一番下段の企業立地補助金につきまして

も、分割交付の期間延長による補助金の平準

化を図るということとしております。

26ページをお願いいたします。

26ページから28ページにわたりまして、投

資的経費について記載しております。

補助投資につきましては、毎年度５％、単

独投資につきましては３年間で35％程度の削

減を目標に取り組んでおり、投資的経費全体

で20％程度の削減見込みとなっております。

めくっていただきまして28ページでござい

ますが、ただ、28ページの方に課題というこ

とで記載しておりますが、見直しを進めるに

当たりましては、公共投資に依存する割合が

高いという本県の実情を踏まえ、投資的経費

の削減が地域経済に与える影響等について、

十分配慮していく必要があるというふうに考

えております。

29ページをお願いいたします。

ここからは行政システム改革について記載

しております。

人口減少や少子高齢化の進展、県民ニーズ

の多様化、地方分権の推進など、これまでに

ない環境変化の中で、危機的な財政状況に直

面しております。このため、記載しておりま

す５項目の方針に従いまして、こうした環境

変化に対応可能な簡素で効率的な行政システ

ムへの転換を目指していくということを目指

しております。

29ページでは、業務の見直しといたしまし

て、公の施設の見直し、30ページでは、引き

続き県出資団体等の見直し、31ページは業務
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の効率化が記載されておりまして、32ページ

で組織体制の見直しについてでございます

が、本庁及び地域振興局を初めとする出先機

関の組織体制についての見直しを記載してお

ります。

、 、33ページでは 職員数の削減につきまして

行政システム改革の中でも御説明いたしまし

たとおり、職員数の削減や臨時職員の配置の

見直し等に取り組むということにしておりま

す。

34ページは、地方分権の推進に向けた取り

組みということで、引き続き市町村合併の推

進、さらには政令指定都市の実現に向けた取

り組みを進めていくと。また、市町村へのさ

らなる事務権限移譲を推進するということに

しております。

35ページが意識改革の取り組みということ

でございますが、職員のこれまで以上の意識

改革というものに取り組むこととしておりま

す。

36ページが、現時点での財源不足の状況と

いうことでございます。

一番下の表でございますが、(2)のところ

に記載しておりますが、さらなる見直しを要

する財源不足額ということで、３年間で約17

8億円の財源不足、年約59億円という財源不

足が見込まれておるというところでございま

す。

今後のスケジュールにつきまして、37ペー

ジでございますが、見直しの内容の精査を進

めるとともに、市町村や関係団体に対しまし

ても説明を行っていくこととしております。

さらに、当初予算編成作業の中でもさらなる

見直しを行いながら、財政再建戦略案として

取りまとめ、来年２月の平成21年度当初予算

にあわせて公表させていただきたいと考えて

おるところでございます。

38ページをお願いいたします。

この中でも、見直しを進めていく中でも特

記事項として２項目を掲載しております。

１点は、持続可能な地方財政制度の確立に

向けた国への要請ということでございます

が、特記の２で、地域経済への配慮というも

のを記載しております。

県の歳出削減が、公共事業を初め地域経済

に大きな影響を与えることが懸念されること

から、限られた財源の中で、より地域の活性

化に資する事業の重点化を図っていくととも

に、熊本県中小企業振興基本条例の趣旨を踏

まえながら、県内中小企業の受注機会の拡大

等、また、県産品の利用拡大等にも積極的に

取り組んでいくということを記載しておりま

す。

最後は、県民からの御意見ということで意

見を記載しております。

以上が財政再建戦略の中間報告の概要でご

ざいます。

商工観光労働部といたしましては、厳しい

財政状況を十分認識しつつ、本戦略に基づい

て歳出の見直しを進めることとしております

が、先ほど県税のところでも申し上げました

とおり、企業誘致や産業振興など、税源涵養

につながる事業については重点的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

今後、さらに検討を深めまして、危機的な

財政状況にある県財政の再建に全庁一丸とな

って取り組んでまいりますので、委員各位に

は御理解と御協力をお願いいたしたいという

ことでございます。

以上、報告を終わらせていただきます。

○佐藤雅司委員長 引き続き、報告４につい

てをお願いいたします。

○小野上企業立地課長 企業立地課でござい

ます。どうぞよろしくお願いします。報告資

料の４ページをお願いいたします。

県営工業団地分譲価格の見直しについて御

報告申し上げます。

県営工業団地につきましては、用地補償費
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を初めといたします団地造成に係るすべての

費用を、分譲可能面積で除した金額を分譲価

格といたしまして、これまで分譲を行ってき

たところでございます。

ところが、バブル崩壊後なかなか分譲が進

まず、この間、土地価格の長期にわたる下落

傾向により、近隣の価格との乖離が大きくな

っておりまして、市場価格を失っているとい

う現状にございます。このため、今般、分譲

価格の見直しを行ったところでございます。

４ページの表に記載をしておりますとお

り、現在９つの県営工業団地がございます。

このうち、熊本テクノ・リサーチパーク、城

南工業団地及び白岩産業団地の３つの団地が

、 、近隣との価格差が大きいということで 今般

この３つの団地について価格の見直しを行っ

たところでございます。

それぞれの団地の残区画及び面積等につき

ましては、表に記載のとおりでございます。

５ページに価格見直しの考え方を記載して

おりますが、周辺地域の地価等を反映した不

動産鑑定価格を基準とした分譲価格に見直す

ということにしております。なお、城南町と

御船町におきましては、土地取得に対しての

独自の奨励補助金制度を既に設けられており

まして、これにより市場競争力がより一層高

まるのではないかというふうに期待をしてい

るところでございます。

見直し価格につきましては、５ページの最

下段に記載しておりますが、テクノ・リサー

チパークが、１平米当たり６万2,090円を２

万5,500円に、城南工業団地が、１平米当た

り１万5,400円から１万6,900円を、１万500

円から１万1,500円に、白岩産業団地が、１

平米当たり１万7,000円を１万2,300円に改定

するものでございます。

下落率につきましては、その表に記載をし

ておりますが、テクノ・リサーチパークがマ

イナスの58.9％、城南工業団地がマイナスの

31.8％からマイナスの33.5％、白岩産業団地

がマイナス27.6％というふうになっておりま

す。

なお、この価格の見直しにつきましては、

去る９月22日に開催されました熊本県財産審

議会に諮問をして御了解を得ていることを申

し添えます。

以上で御報告を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。

○梅本観光物産総室長 報告事項５、６、７

は関連いたしますので、一括して６ページか

ら御説明を申し上げます。

６ページの報告事項でございますが、これ

は県の観光統計を先日公表いたしました。そ

れと、実は現在の観光パートナーシップアク

ションプランは平成19年が終期でございます

ので、その観光アクションプランの達成状況

につきまして、19年の観光統計の公表資料と

あわせまして御説明するものであります。

、 、観光統計では ６ページにありますように

19年は、観光客数が6,200万人余で、59万人

対前年ふえまして、これまでの統計の中では

過去最大を記録いたしました。宿泊客は691

万人で、26万人ふえまして、日帰り客もふえ

ております。

宿泊客の中で、特に外国人観光客が39万8,

000人ということで、10万人ぐらい前年を上

回りましたので、これが大きく押し上げる効

果がございました。

その状況を６ページの下の方にグラフで書

いております。

棒グラフが宿泊客の動向でありまして、こ

の18、19と、やっと増加傾向に転じた状況が

見てとれると思います。

７ページは、その状況を外国人宿泊客の推

移と消費額の推移について、同じく棒グラフ

で書いたものでございます。

これを観光アクションプランが17、18、19

と３年でやってまいりましたその目標値の達

成状況でございますけれども、観光客の入り
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込み客は、19年目標を6,700万人としており

ましたけれども、先ほど過去最大と申しまし

た6,200万人でございましたけれども、達成

までに400万人ぐらい下回ってしまったとい

う状況でございます。

一方、観光客につきましては、700万人と

いう目標を掲げておりましたが、691万人と

いうことで、ほぼ近い数字を上げることがで

きたかと思っております。外国人宿泊客は、

目標を20万人としておりましたが、これは韓

国からの大幅なお客様の伸びなどで40万人と

いうことで、達成を20万人上回ることができ

ました。

観光消費額は、3,100億円に対して2,700億

円ということで、355億円が未達成の状況で

ございました。今後、相当力を入れていかな

くてはいけないと考えております。

８ページから、次の報告に移らせていただ

きます。

こういった観光の状況を踏まえまして、観

光立県推進条例を現在策定に向けて鋭意努力

をしているところであります。

観光立県推進条例につきましては、12月議

会に提案するべく、今内容を詰めております

が、大体の骨組みができましたので御説明す

るものであります。

まず、前文で、観光につきましては、経済

に対して、本県経済に大変貢献するものであ

ると、地域社会を実現するものであると、そ

れから、総合産業として豊かな県の実現に貢

献するものであると、それから九州の中での

地理的優位があるということ、こういったこ

とを前文にきちっとうたいまして、的確な対

応をするために、今後観光立県を目指してい

くということを前文の中にきちっとうたいた

いと考えております。

総則として、目的、それから基本理念、そ

れから責務でございますが、県、県民、観光

、 、 、 、事業者 観光団体 旅行者 それぞれの役割

責務をきちっと明確に記載したいと考えてお

ります。

それから続きまして、計画でございますけ

れども、現在観光アクションプランをつくっ

て、次期計画も今策定中でございますが、こ

れらの計画を、きちっと条例上根拠規定を置

くことによって、今後具体的に実現を図って

いくし、また取り組み状況を報告していく、

こういった体制をとりたいと思います。

さらに、(9)であります県民総参加の取り

組みとして、先般、県民会議を発足いたしま

したけれども、このような取り組みを行いま

して体制整備をしていく、ここが総論のとこ

ろでございます。

これらを具体的に実現するために、９ペー

ジでありますが、５本の政策の柱を立ててお

ります。第１点が、国際競争力のある魅力あ

る観光地をつくっていくことであります。そ

れから、第２点が、県内の受け入れ態勢の強

化ということで、とりわけ、おもてなし、そ

れから人材の育成を図るということでありま

す。３点目が、それぞれの県民の方々の意識

の醸成を図っていくといったもので、観光週

間をつくったり、根拠規定を置いたりするも

のであります。第４点目が、これらの県内の

準備をした上で、県外からたくさんの方々に

来訪していただこうということで、狭い意味

の観光だけでなく、スポーツ交流、コンベン

ションなど、広い意味でいろんな目的で訪れ

る方々を国内外から招くための根拠規定を置

きたいと思っております。それから、第５と

して、これは交通インフラなども含めまして

あるいはアクセスなども含めまして、観光旅

行の促進のための県内環境の整備を図ってい

くといった規定を設けまして、この５本の柱

の中で政策を進めていく、こういった条例の

組み立てをしたいと考えております。

続きまして、10ページでございます。

先ほど来から計画のことを申しておりまし

たが、新しい新・観光アクションプランを現

在策定を目指して取り組み中であります。19
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年で切れますので、10ページの下の方に、計

画期間として、20年度から23年度、４年間を

計画期間としたいと考えております。これは

新幹線開業が平成23年度ということになりま

すので、この新幹線開業の年を、23年春を念

頭に置きまして、これを含めます計画期間を

きちっと定めて、その達成を図っていきたい

と。

数値目標でございますが、平年ベースの数

値目標でありますならばこんなに高くはあり

ませんけれども、新幹線開業をするというこ

とで、平成23年の目標値につきましては、延

べ宿泊者数を750万人、外国からのお客様を5

5万人ということで、今、観光審議会で議論

をいただいております。

、 、これは 鹿児島県が部分開業をしたときに

県外からのお客様が伸びたのが約40万人程度

でございましたので、それ以上の目標を掲げ

るといった気概の中で、県民みんなでこの目

標達成を目指していこうというもので、議論

をしていただいております。

11ページは、アクションプランの大体の骨

組みでありますが、先ほどの条例の５本の骨

組みを受けたところで、具体的に、歴史回廊

くまもとの実現、それからおもてなしの心を

生かす戦略、それから国内外から多くの目的

で熊本に人を招く戦略、最後に外国から招く

戦略ということで、４本の柱でアクションプ

ランを策定したいと考えております。

以上でございます。

○中園総務経営課長 説明資料の12ページを

お願いします。

県営有料駐車場あり方検討につきまして御

説明いたします。

当初、駐車場事業のあり方検討につきまし

ては、駐車場施設の減価償却が終了する平成

22年度末までに行う予定でしたが、平成19年

度に駐車場の建物について耐震診断を実施し

たところ、早急に耐震補強工事を行う必要が

あるとの結果でございましたので、検討の時

期を早め、本年度に実施することといたしま

した。

調査、検討に当たりましては、財団法人地

域流通経済研究所に業務委託をいたしまし

て、その中で、外部委員で構成する有料駐車

場事業検討委員会を立ち上げております。検

討委員は13ページに載せております。

検討委員会は、３回程度の開催を予定して

おりまして、市街地における駐車場の動向あ

るいは公営駐車場の役割や必要性、民営化の

可能性など、多方面から幅広く検討すること

といたしております。

第１回目の検討委員会は、７月９日に実施

し、駐車場利用者アンケートの内容等につい

て検討したところでございます。２回目につ

きましては、10月に予定しておりまして、８

月の上旬に実施したアンケート結果の中間報

告や公営としての課題や必要性、民営化の可

能性、ほかの有効な土地活用などを検討する

ことといたしております。第３回目は、11月

に予定しておりまして、検討委員会で意見を

取りまとめ、提言をいただくこととしており

ます。

企業局としましては、検討委員会の検討結

果を踏まえ、当初予算に反映させるために、

できれば今年度中に、今後の有料駐車場事業

の方向性について結論を出す予定でございま

す。

続きまして、別冊の荒瀬ダムを継続する場

合の費用等について御説明をいたします。

去る６月４日の知事の荒瀬ダム撤去方針凍

結表明を受けて、６月議会本会議で議論を経

て、経済常任委員会では、撤去費用が増大し

たことや撤去方針の凍結に係る経緯について

御説明いたしました。そのとき、継続した場

合の費用について説明がなかったことで批判

がございました。大変遅くなりましたが、こ

のたび事業を継続するとした場合に想定され

る対策及び費用について御説明をいたしま
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す。

委員長、ここで申しわけございませんけれ

ども、追加資料と報告資料の差しかえがござ

いますので、配付をよろしいでしょうか。

○佐藤雅司委員長 それじゃ、配ってくださ

い。

（事務局資料配付)

○中園総務経営課長 配付しました資料は、

荒瀬ダムを撤去した場合と事業を継続した場

合のそれぞれの事業費と今後の県民負担額に

ついて比較したものでございます。

、 、ごらんのように 荒瀬ダム撤去の場合には

６月定例会におきまして御説明のとおり、事

業費が72億円でございますが、事業を継続し

た場合の費用、これは後ほど詳しく説明させ

、 。ていただきますけれども 80億円となります

事業継続費用80億円の中で、71億円、これ

は総括原価方式、これは後ほど詳しく御説明

いたしますが、総括原価方式により売電料金

、 、 、に含まれるわけですが 一方 環境対策費用

その他の費用９億円につきましては、売電料

金に含まれない想定であるため、家庭の貯金

に当たる内部留保資金により対応することと

なります。

下の右側の表でございますが、ダム撤去の

場合には、撤去費用72億円のうち、平成20年

度までに執行済みの２億6,000万円及び平成2

1年度の売電料金で充当される予定の２億3,0

00万円を引いた49億円が、平成21年度以降に

必要となる撤去費用でございます。この費用

は、その全額を内部留保資金により対応する

ことといたしております。

ここには記載しておりませんけれども、平

成20年度末現在で予想されます内部留保資金

は、20年度末現在で53億円が残る予定でござ

いますが、平成21年度以降の撤去に必要な工

事費は49億円と見ておりますので、４億円は

余裕があるという計算になりますけれども、

発電所を健全に経営維持していくには15億円

を超える費用が必要というふうに見込んでお

ります。その場合に、内部留保資金が不足し

ますので、一般会計からの資金の投入が不可

避となります。

左側の表でございますが、事業継続をした

場合には、先ほども説明しましたように、平

成20年度末での内部留保資金残高は53億円で

すので、環境対策費用等が９億円、発電所の

維持に要する15億円を超える費用、これらを

足して53億円から引きますと、相当な金額が

残りますが、これらは仮に一般会計への寄与

も可能というふうに考えております。

なお、撤去すれば49億円、維持すれば９億

円の内部留保資金からの支出ということにな

りますので、40億円の差額があることになり

ます。結果としまして、県民の負担の差は40

億円あるというふうに考えております。

今回の事業継続の費用について、相当確か

な費用額を積算する必要がありましたので、

それに大変時間を要しました。費用額が出ま

したので、継続した場合と撤去した場合の内

部留保資金を対応しまして、それが県民負担

にどうつながるかをあらわしたものを冒頭に

御説明させていただきました。

済みませんが、もとの報告資料の説明に入

らせていただきます。

第１の事業を継続した場合の取り組みと費

用についてでございます。

これは藤本発電所と荒瀬ダムを継続すると

した場合の現段階の想定でございまして、今

後の地域住民あるいは関係機関への説明など

を経て、若干の内容あるいは費用の変更があ

るものと考えております。

最初に、事業継続の場合の取り組みと費用

についてでございます。

まず、①の主要設備の更新です。

６月の常任委員会では、平成14年12月に撤

去を決定した当時と同じ内容の水車発電機と

水門などの主要設備を全面改良することで、

60億円を超える費用がかかると説明をしてお
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りました。その後、定期点検あるいは故障履

歴、製造・保守メーカーの技術的意見を踏ま

え検討した結果、部分改良で問題ないとの判

断をしまして、部分改良であっても、今後20

年以上は問題なく使用できるものと考えてお

ります。費用につきましては47億円と見込ん

でおります。

次に、ダム管理・環境対策でございます。

これまでも、ダムを運用するに当たり、十

分な管理をし、環境にも配慮してきたところ

でございますが、堆砂が原因と思われる浸水

あるいは下流への土砂の供給、アオコの発生

や水質の保全などで問題もありました。今後

は こうした問題に対応できるように 管理・、 、

環境対策を積極的に講ずることといたしてお

ります。

(イ)のダム管理対策として、護岸保全など

の貯水池の管理や治水観点からの土砂管理、

あるいは下流への土砂供給などの堆砂処理を

行います。そのために、水位を下げる放流施

設の設置を検討しております。特に、土砂供

給は、自然流下を基本としておりますけれど

も、当面は堆砂を掘削し、球磨川流域や八代

海へ還元するように計画をしております。費

用は24億円と見込んでおります。

(ロ)のダム環境対策として、ダム貯水池や

支流の百済木川のアオコ、赤潮発生の要因の

一つとなります泥土の除去、水の入れかえを

実施してきましたが、今後は貯水池の環境改

善やダム下流の河川環境の向上にさらに努め

てまいります。費用は８億円と見込んでおり

ます。

(ハ)のその他、地域と連携した管理体制の

構築でございます。

これまでも管理・環境対策には留意をして

まいりましたが、事業を継続した場合には、

地元の意見や要望を十分反映させて、管理・

環境対策のさらなる充実強化を図るために、

地元の住民、関係機関、団体や学識者で構成

する管理・環境対策協議会あるいは技術検討

委員会を設置したいと考えております。

(2)の継続の場合の費用合計についてでご

ざいます。

設備更新費用に47億円、ダム管理対策費用

に24億円、ダム環境対策費用に８億円、その

他の費用１億円、合計80億円と見込んでおり

ます。費用の詳細は、また後ほど説明いたし

ます。

先ほど差しかえをいたしましたけれども、

変更になった部分は、２ページの参考の電気

事業継続の１の増減についてでございます。

平成10年撤去当時は平成14年当時とし、真ん

中の欄の６月定例会部分を削除したものでご

ざいます。説明は省略させていただきます。

次に、２の事業継続の場合の検証について

でございます。

これは、事業を継続し、設備更新、管理・

環境対策を実施した場合、電気事業そのもの

が健全な経営ができるか、あるいは私たち家

庭の貯金に当たる内部留保資金がどう推移す

るかの検証を行っております。

検証の結果、自己資金だけで設備更新や管

理・環境対策は可能で、これまでどおり、一

定の利益を上げつつ経営ができることが確認

されました。

なお、現在の売電料金は８円48銭でござい

ますが、投資した80億円は売電料金へ反映さ

れますので、九電への売電料金は変わります

が、消費者への影響はほとんどないものと考

えております。

参考までに、経営シミュレーションの主な

設定条件ということで挙げておりますけれど

も、これは期間を21年から30年までの10年間

としております。

次に、売電料金への織り込みについてでご

、 、ざいますけれども 撤去費用の80億円の中で

設備更新費用47億円と管理対策費用24億円の

合計71億円が売電料金で回収できるものと考

えております。売電料金へ織り込めない費用

は、環境対策費用８億円、その他の費用１億
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円で、合計９億円と見込んでおります。この

費用は内部留保資金で対応することになりま

す。６月議会で説明しました撤去の場合、72

億円が自己資金である内部留保資金から拠出

されますが、継続の場合、９億円だけが内部

留保資金で対応することになると考えており

ます。

本文の下の方に米印があります。少々前後

しますが、御説明いたします。

まず、総括原価方式、ちょっと耳なれない

言葉でございますけれども、これは、電気事

業経営では、電気をつくり、電力会社に売電

し、利益を得ております。電気をつくるには

コストがかかりますが、人件費であるとか、

あるいは設備更新費用、メンテナンス費用、

あるいは交付金などの発電に要する費用が必

要でございます。これらの費用のことを原価

と言いますけれども、電気事業では、この原

価に一定の利潤、利益を加えたものを総括原

価と言います。この総括原価を基礎にして売

電料金は算定されます。こうした総括原価方

、 、式は 公営電気事業者が健全な経営のもとで

消費者に安定した電気を供給できるように設

けられた制度でございます。

なお、荒瀬ダムを仮に継続した場合に、設

備更新費用あるいは管理対策費用として投資

した費用の大半は、売電料金で回収できる見

込みでございます。

総括原価方式を前提に売電料金を交渉する

ためには、公営電気事業者は卸電気事業者に

なることが求められます。そのために、電力

会社との間で10年以上の電力供給基本契約を

締結する必要がございます。今の基本契約が

平成22年３月31日まででございますので、４

月以降の契約につきましては、現在、福岡、

宮崎、大分、熊本、九州４県の公営電気事業

者と九電との間で交渉中でございまして、年

内には合意が得られる見込みでございます。

次に、今後の予定でございます。

10月３日に、八代市で第２回目の説明会を

開催する予定でございます。引き続き、地域

住民の皆さんや地元八代市や関係団体に説明

をし、さまざまな御意見を伺いたいと思いま

す。荒瀬ダムを撤去するかあるいは継続する

かの判断は、12月までに行うことといたして

おります。

次に、４の添付資料でございますが、資料

１の設備更新費用及び管理・環境対策費用の

一覧と資料２の内部留保資金のシミュレーシ

ョンについて、この後御説明をいたします。

参考までに、荒瀬ダム問題に係るこれまで

の動きを掲載してございます。

５ページの資料１をお願いいたします。

設備更新費用及び管理・環境対策費用の一

覧でございます。

まず、Ⅰの設備更新に係る費用でございま

すが、47億円と予定しております。７ページ

に詳細がございますが、水車発電機、水門、

洪水吐ゲート、水路関係、ダム管理施設を部

分改良で実施します。14年当時は、水車発電

機と水門を全部取りかえることにしておりま

して、約63億円と見込んでおりましたので、

16億円の経費の節減になります。

次に、Ⅱの荒瀬ダムの管理・環境対策の強

化に係る費用は、約33億900万円を見込んで

おります。

、 、まず イの管理対策費用は24億3,400万円

堆砂関係では、治水対策で行う砂れき除去費

用が10億5,600万円で、10年間で17万立方メ

ートルの砂れきを除去します。19年度から22

年度までの４年間、先ほど補正をお願いして

ございました漁港漁場整備課が実施する漁場

環境保全創造事業の覆砂事業では、この除去

した砂を利用します。

護岸を補修する費用は約２億2,900万円で

す。

ダム貯水位低下関係では、水位低下用放流

設備費用を10億7,700万円と見込んでおりま

す。この設備は、ダム堤体の底の部分に穴を

あけ、水を低下させる装置で、ダム湖を適正



- 24 -

に管理し、より丁寧な堆砂の除去が可能とな

ります。

次に、ロの環境対策費用は７億8,100万円

と見込んでおります。赤潮やアオコ発生防止

のための水質調査費用は5,500万円、泥土除

去費用は、球磨川分で４億1,600万円、百済

木川分で３億1,000万円でございます。

ハのその他の環境管理体制関係では、9,40

0万円を見込み、環境モニタリング費用に7,8

00万円、管理・環境対策協議会や技術検討委

員会の運営費用に1,600万円を予定しており

ます。

以上のように、設備更新費用及び管理・環

境対策費用を約80億円と積算しております。

先ほども申しましたように、この中で主要

設備の更新費あるいは環境対策費の約71億円

は売電料金で回収できるのに対し、環境対策

費やモニタリング費用など約９億円は売電料

金では対応できないものとして、特別損失で

対応することになりますので、内部留保資金

が減少することになります。

次に、６ページをお願いします。

資料２の内部留保資金のシミュレーション

についてでございます。

内部留保資金は、事業活動により事業内に

蓄積された資金のことで、公営企業が健全な

経営を行うために必要な資金で、建設改良資

金や運転資金として利用されるものでござい

ます。

まず(1)の内部留保資金の推移でございま

す。

継続するとした場合、約80億円の設備更新

あるいは管理・環境対策費用がかかります。

そのとき、現在電気事業会計が持っておりま

す内部留保資金がどのように推移をするか、

自己資金で足りるのかをシミュレーションし

たものでございます。

すべて自己資金の内部留保資金を使って投

資しても底を打つ平成27年度も、約17億円の

内部留保資金が手元に残る計画でございま

す。その後は、徐々に資金がたまる予定でご

ざいまして、安定した経営が可能と考えてお

ります。設備更新を企業債を起こして対応す

るとすれば、今以上に資金収支に余裕が生じ

るものと考えております。

このように電気事業を経営する中で、内部

留保資金に余裕が出た場合には、一般会計の

費用等の方策を今後考えたいというように思

っております。

参考までに(2)の藤本発電所・荒瀬ダム継

続費用の年次別支出額を載せております。

７ページから12ページまでは、設備更新や

管理・環境対策の詳細などを掲載しておりま

すが、説明は省略させていただきます。

以上、大変長くなりましたが、荒瀬ダムを

継続する場合の費用等について御説明をさせ

ていただきました。

○佐藤雅司委員長 以上で１から９までの報

告の説明が終了いたしましたので、質疑を受

けたいと思います。質疑はありませんか。

、 、○西岡勝成委員 まず 簡単に済む問題から

観光立県推進条例の中に、さっきも言いまし

たように、食という言葉が全然出てこないん

ですよね。だから、これは案ですので、ぜひ

やっぱり熊本県は１次産品のおいしい産物が

あるので、これは食というものをどこかにぜ

ひ入れ込んでほしい。これはもう要望で結構

です。

○佐藤雅司委員長 梅本総室長、何かそれで

あれば。

○梅本観光物産総室長 観光消費額を伸ばす

ためには、お土産を買っていただいたり、食

の観点が非常に重要でございますので、条例

上、きちっとした読み取れる規定の置き方、

それから、アクションプランの中で具体的な

取り組み、こういったことをきちっと盛り込
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みたいと考えております。

○西岡勝成委員 この荒瀬の問題ですけれど

も、私は、これを見て、本当役所というのは

自分たちに都合のよか資料をつくるものだな

と思ったですね、つくづく。

潮谷さんのときに、この法律が変わったん

ですかね。売電価格に織り込まれて回収、私

もプロジェクトチームの会長をしていました

けれども、こんなのは一つも資料としては出

てきてないですよ。これは費用がかかるから

――まあ71億円か、かかるので、これが非常

に負担になってくるという説明を我々は受け

たから、この撤去の場合の費用と比較して環

境面からということでしたら、今度は、ちょ

っと半年しか変わらぬのに、40億円の県民負

担が増になるというような、本当役所という

のは都合のいい書類をつくるなと思ったんで

すが、まずその辺どうですか。

○中園総務経営課長 撤去を決めましたのは

平成14年当時でございますけれども、電力の

自由化というのがありまして、完全自由化と

いう流れの中で、将来の経営が非常に見通し

が立たなかったと。この電気料金の経営のも

とになりますのは総括原価方式という、電気

をつくるのに、原価に利潤を加えたものが総

括原価方式と先ほど説明しましたけれども、

これが維持されて初めて経営というのが成り

立つわけでございます。14年当時、22年以降

のそういった経営の見通しが立たなかったと

いうのが、この撤去を決められた一つの要因

でございます。

○西岡勝成委員 じゃあ、要するに九電――

まあ九電ですよね、具体的に。九電との契約

が時代背景で変わったんですか。

○上野企業局次長 それは私の方からお答え

いたします。

14年当時、私は企業局の経営課長をしてお

りました。西岡先生が言われるのはよくわか

ります。今中園課長が言いましたとおり、そ

の当時は、結局、九電と、先生が言われるよ

うに、契約ができるかどうかというのは見通

しが立っておりませんでした。そういった形

で、結局、何といいますか、撤去の方に傾い

ていったのだと思います。

○西岡勝成委員 それは交渉も何も別にした

わけではなくて、多分想像ですけれども、潮

谷知事が、要するに撤去の方向に動いとった

から、あなたたちはそういう資料を多分つく

ったと思いますよ。九電と維持した場合に、

売電価格に70億か幾らの、要するに発電機を

更新するのに金がかかると。我々には、そう

いう話は全然ない。もう70億かかるから、撤

去費用と比べた場合に、環境面から同じぐら

いなので、環境面から言ったら、やっぱり赤

潮も発生しとる、ヘドロもたまっとる、そう

いうことで撤去した方がいいという、我々も

そういう情報の中でしたんでしょう。きょう

は、全然――蒲島さんが九電とつながりがあ

るのか何かわからぬけど、こういう資料のつ

くり方というのは、非常に私は議会を愚弄し

とると。

○上野企業局次長 結局、先ほど中園課長が

説明したように、電力会社との間にそういっ

た基本契約、22年３月で基本契約は切れる予

定だったわけですね。切れることになってお

ります。それは22年３月以降に基本契約を結

べるという可能性が出てきたから、こういう

継続できる資料というのができているわけで

す。総括原価……

○西岡勝成委員 いつ、その……

○上野企業局次長 九電と今交渉をしており

ます。九州４県、先ほど言いましたように、
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福岡県、大分県、宮崎県とうちの県で、長期

の基本契約といいますか、15年ほどの基本契

約を結ぶことで今話し合いをしているところ

です。現在の状況からいいますと、その契約

を結べる可能性は高いと思います。

○鎌田聡委員 ほかにもちょっと荒瀬関係で

言いたいことはあるんですけれども、今の総

括原価方式の動き、これは私も電気事業者に

どういうものかちょっと勉強しに行きまし

た。その14年当時と今で、何かその方式の条

件が変わったかというと、変わってないんで

すよ。だから、今の答弁は若干おかしいんで

すよ。22年３月以降も総括原価方式でできる

んですよ、その14年当時から。それはどうお

考えですか。

○上野企業局次長 総括原価方式で――ちょ

っとあれなんですけれども、今鎌田委員が言

われたように、総括原価主義というのはずっ

とあるわけです。それで、一番見通しがきか

なかったのは、九電との間で契約ができたと

しても、電力自由化の中で金額が非常に下が

っていくと、売電単価が。そうしたら、総括

原価主義を維持しても費用が見れないような

、 。感じになっていくわけですね 自由化の中で

やっぱり総括原価主義と言われても――総

括原価主義というのは、費用プラス利潤とい

うふうな言い方をされておりますけれども、

実際は２年ごとの相対交渉になるんですよ、

九州電力との間で。一応15年間の基本契約を

結んどって、それから２年ごとの、何といい

ますか、２年ごとに売電価格についての交渉

をやるわけです。だから、その売電価格の交

渉の際に、どこまで見てくれるかというのは

決まるわけですけれども、売電価格は。それ

がやっぱり自由化の流れの中では非常に厳し

いという状況があったと思います。

○鎌田聡委員 ２年ごと、まあ15年契約であ

っても２年ごとにそういった見直しを図って

いくということであるなら、先ほど存続表で

出されとった8.61円、これも２年ごとに見直

しされる可能性はあるんですね。

○中園総務経営課長 平成７年の電気事業法

の改正で、卸電気事業者から卸供給事業者に

公営電気は変わりました。

まず、卸供給事業者となるためには、10年

以上の基本契約を結ぶ必要がございます。22

年４月以降につきましては、先ほど次長が申

しましたように、九州４県と九電との間で今

交渉をしておりまして、大体15～16年ぐらい

の基本契約が結べる状況です。

結んだ後に、卸供給料金算定規則というの

がございますけれども、それで総括原価方式

で売電料金を決定できるということになりま

すので、その場合は２年ごとに一応相対で九

電との間に――去年いたしましたので、20、

21年度の今料金を算定しております。あと、

22年度以降は２年ごとに、その２年間の電気

料金、売電料金を決定していくということに

なります。

○鎌田聡委員 ということは、その8.61円が

10年間、まあ平均でということで書いてあり

ますので、これが必ず10年間8.61円でなると

いうことは言えないと思います。

それと、8.61円というのは、まだこれは九

電が了解した額でもないということですよ

ね。こっちが想定して、いろんなやつの総括

原価で、この分ぐらいでいけるんじゃないか

という予測だと思うんですが。

○佐藤雅司委員長 中園課長、どの辺まで交

渉が進んでいるのか、大体だれと交渉してい

るのか、いつごろ最終決定があるのかを含め

て。

○中園総務経営課長 非公式にはことしの３
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月ぐらいからしておりますが、正式には４月

に入って九州４県と九電とやっておりますけ

れども、現在、大体３回ほどいたしておりま

す。

ただ、中身につきましては、非常に企業秘

密というようなところがございますので、今

後は12月までには４県と九電が一括して基本

契約を結べるように今交渉しておりまして、

一応大体ことしのうちには妥結するだろうと

いうふうに考えております。

○鎌田聡委員 それで、売電価格の総括原価

方式の説明で、３ページに、総括原価の対象

となる売電料金に織り込まれるとしたもの71

億円ということで、設備更新費が47億円、ダ

ム管理対策費用が24億円、合わせて71億円が

総括原価方式ということで売電価格に上乗せ

されるという企業局の見方ですが、通産省が

出している卸供給料金算定規則、平成11年に

、 、出しているんですけれども これの第４条に

総括原価の対象になる――どういったものか

というのがずっと羅列してあります。これを

持っておりますけれども、この中で見た場合

に、企業局が出しているダム管理――設備更

新費用は、これは多分対象になるでしょう。

ただ、ダム管理対策費用の24億円は、ダム管

理対策費用というのは、堆砂ですよね、泥を

出したとか、護岸を整備したりだとか。設備

の更新と若干異なる部分だと思いますし、先

ほど私が言いました通産省の算定規則の第４

条には全く含まれていないんですよね。ここ

をどう企業局としては考えて、これが対象に

なると言われているのか、教えてください。

○佐藤雅司委員長 管理対策費の中で含まれ

るかどうか、中園総務経営課長。

○中園総務経営課長 九電も、私たちと同じ

ようにダムを持って、発電所で発電をしてお

ります。その中で、ダム湖の管理というのは

非常に九電も苦心されておりまして、やはり

堆砂というのがあるわけですね。それにつき

ましては、九電は九電なりに、国の方と総括

原価による交渉をしております。その中で、

当然堆砂の除去についても、九電の方も国と

の交渉の中で総括原価の方に入っておりま

す。

今までも、私たちがダムを管理しながら発

電しますので、ダム湖の中でやっぱり堆砂の

除去というのは主要部分を占めますので、こ

れは今までの経験上認められてきましたの

で、今回はこの中に含めております。

○佐藤雅司委員長 現在も認められていると

いうことですか。

○中園総務経営課長 現在も認められており

ます。

○佐藤雅司委員長 しかし、現在は九電と国

が折衝中ということですか。

○中園総務経営課長 はい、九電との間で、

10年以上の基本契約についての交渉を今して

います。

○鎌田聡委員 だから、この分はもう認めて

いるかどうかということなんですけれども。

○中園総務経営課長 具体的には、九電の方

とこれについて交渉してはおりませんけれど

も、今までの長い――50年間経営をしており

ますので、その中ではこれは認められてきま

したので、そのように理解をしております。

○鎌田聡委員 50年間のこの管理対策費用と

今後10年間の管理対策費用というのは、額的

に違うと思うんですけれども。

○中園総務経営課長 このシミュレーション
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は、たまたま21年から30年まで10年間見てお

ります。ただ、これはダムを仮に継続すると

なれば、20年、30年と経営をいたしていきま

すので、その中でやっぱり堆砂というのは毎

年少しずつは取る必要がございますので、こ

れに限ったことではないというふうに思って

おります。

○西岡勝成委員 ちょっと話は戻るんですけ

れども、要するに、蒲島知事が当選されて、

即白紙に戻すと、12月までに結論を出すとい

、 、 、うような 我々に その日の８時半だったか

中園課長から電話をいただいたぐらいで、議

会がこれまで進めてきて決めたことを、知事

が選挙に通ったことによって、ぱっと、要す

るに変えたわけですね、方針を。これは議会

を何と心得ておられるのか。

全く我々は、川辺とはまた違う、これは前

知事も、これで走りよったわけですから。そ

の辺からすると、まず上野次長、あなたはそ

のころおられたと思いますけれども、議会に

対して、例えばこういうことで変わりますと

いうような説明は一つもないですよ。説明を

せぬ前に知事が白紙に戻すということは、そ

れは両輪といえども、これは本当に議会軽視

。 。も甚だしいですよ その辺はどう思いますか

○上野企業局次長 私の方からお答えしま

す。

やっぱり自民党の県議団の方々が、提言い

ただいて撤去ということを決めたものですの

で、非常にこれは今度凍結をするに至っては

大きな課題だったと思います。ただ、企業局

で経営上のシミュレーションを行ったわけで

すけれども、今後の見通しとして、今までど

おり撤去を続けていった場合は、撤去を続け

ていくことが非常に困難であり、一般会計か

らやっぱり支援などしていただかないと撤去

を実施することは不可能だと、そういった感

じのことを企業局から知事に対して説明した

わけでございます。

それと、知事の方としては、県の財政状況

等を判断されて今回の凍結に至ったわけです

けれども、凍結に至ったのが、発表が急であ

ったということは非常に申しわけなくは思っ

ておりますけれども、やっぱり６月４日の時

点で発表して、県議会の中で撤去すべきかど

うかもう一回議論していただくと、そういっ

たことであの時点での発表になったと思いま

す。県議会とか、またいろんな方向として、

一応撤去という流れで進んでいたわけですか

ら、非常にその点を急遽されたということに

ついては、やっぱり御批判は非常にあるかと

思いますけれども、その辺は申しわけないと

思います。

○西岡勝成委員 マスコミにまず発表する前

に、本当は議会で決めたことだから、議会に

報告せないかぬだった。全然手順が間違うと

ると私は知事にも――これはもう自民党ばか

りじゃないんですよ、全部で決めた話ですか

ら。それはもうぜひ、党としても抗議はしま

すけれども、そういうことがないようにお願

いをいたしておきます。そして、この議論で

すよ。

○佐藤雅司委員長 政治学者で、二元代表制

はわかっている知事らしからぬ判断だったと

いうことですね。

ほかに。

○早田順一委員 私も西岡先生と全く同感な

のですが、知事が判断されたときの材料とい

うのが、今御説明を聞きよったら、シミュレ

ーションをされて、その内容を４月か５月に

かけて局内で調整して、それを説明されて知

事が判断されたということで、それならば、

なぜ今回のこの資料というものが６月に本当

に出てこなかったのかと。その辺が、本当に

企業局として、何か後から後から後追いして
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書類を添付しているような、そんな感じがし

て仕方がないんですよ。

そういうことをしてもらうと、やはり我々

も不審を抱きますし、県民の皆さんも何でか

なとやっぱり不審を抱かれると思うんです

ね。だから、その辺をしっかりとやっぱり今

後、ひょっとしたらまたこれからも後から何

か出てくるかもしれません。だから、早目早

目に、ぜひ議会の方にも御説明をしていただ

きたいというふうに思っております。

それから、同じですけれども、穴あきの件

も後から出てきた話でありますけれども、こ

ういったのも６月に本当は提出をしてほしか

った、そういう気持ちでおりますので、これ

もぜひよろしくお願いしたいと思います。

○佐藤雅司委員長 要望ですか。どなたか答

えてもらえますか。じゃあ、上野次長。

○上野企業局次長 今早田先生が言われたよ

うに、それは私ども、頑張ってそのようにし

ていきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

○佐藤雅司委員長 何かほかにありません

か。(発言する者あり)じゃあ、中園課長。

○中園総務経営課長 確かに唐突感があった

ということで、６月４日の発表で――ちょっ

とこれは言いわけじみて申しわけございませ

んけれども、６月４日の知事の記者会見での

発表の後、同じ月にまず本会議と委員会がご

ざいました。

まず、撤去費用について精査したものを６

月議会では出さなきゃいけません。そのとき

に、継続するための費用は何で出さぬのかと

いう御批判がございました。確かに、私ども

は、まず継続するということを前提に今まで

検討していなかったという点もございまし

て、まず検討をして、地元にまずは説明をし

て御意見を伺って、それらをもとに積算とい

いますか、見積もりをとったりあるいは委託

に出したりして費用を見てきた点がございま

すので、大変遅くなりましたけれども、やっ

と委員の皆様方にお示しできる積算ができた

ということで、きょうは説明をさせていただ

いております。

、 、○早田順一委員 同じダムで 川辺川ダムは

知事も有識者会議等をつくって、地元説明な

どいろいろやって、議会でも議論して、まあ

半年と短い間でしたけれども、手順を追って

されていたわけですよね。荒瀬に関しては、

一切そういった手順を追わずに、いきなり出

、 、てきた話で その辺がどうしたのかなという

本当に不信感を抱いておりますので、そうい

うことがないように、ぜひお願いしたいと思

います。

○鎌田聡委員 今、継続のことは考えておら

ぬだったけん、継続の費用は試算しなかった

という話でありますけれども、やっぱり撤去

すればこれだけお金がかかるから撤去を見直

しますと知事は言われたわけだから、そこを

きちんと、同時期に、継続なら幾ら、撤去な

ら幾らと比較をした上でそういった見解を示

してもらわないと、ただ単に、そういった撤

去の当初見通しよりも若干ふえたからやめる

というような判断はおかしいと思いますけれ

ども、それはどうお考えですか。

○中園総務経営課長 本来であれば、確かに

御指摘のように、撤去をするにしろ継続する

にしろ、両者を比べて委員の先生方に判断い

ただくということは当然でございますけれど

も、ちょっと継続の場合の費用が実際できて

おりませんでしたので、それは申しわけなく

思っております。

○佐藤雅司委員長 さっき次長がおっしゃっ
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た、撤去の場合はこれだけかかってという説

明を知事になさったところがそうなったと、

その後で継続の費用の積算にかかったという

ことですね。そういう経緯ですね。

○早田順一委員 そうしたら、知事に説明さ

れるときに、撤去の場合はこれだけ費用がか

かりますと、継続の場合はこれだけの費用な

んですよというのがない中で説明されたとい

うことなのですか。

○中園総務経営課長 撤去の場合は、14年当

時は60億円と見込んでおりましたけれども、

４月に入って、正式にいろいろ積算したとこ

ろ72億円ということで、12億円ふえたわけで

すね。12億円ふえることで、今の経済状況、

非常に財政状況が厳しい中で、撤去した場合

に、撤去費用ばかりか、あるいはほかの発電

所の維持補修費の分もないと、そういう場合

は、非常に厳しい一般会計の中から補てんを

していただかねばならないということが１つ

あるわけですね。

あとは、継続する場合の費用につきまして

は、これも14年当時に、水車発電機とか水門

等の全面取りかえで60数億円というように見

込んでおりました。14年当時にはもう撤去と

いう方向で――確かに先ほど西岡委員が言わ

れましたように、方向でございましたので、

それは継続する場合のシミュレーションとか

あんまりしてございませんでしたので、私た

ちの手元にそういった資料がないために、平

成14年当時の63億円をもとに、継続する場合

はこれくらいの費用がかかるということを知

事には説明をいたしました。

○鎌田聡委員 きょう80億円という額が出さ

れましたけれども、要は、先ほどもちょっと

申し上げましたけれども、総括原価方式での

回収だとか、非常に私は見通しがまだちょっ

と甘い中での80億円の使い方だと思います。

先ほど、環境対策で穴をあけるとかいう話

もありましたし、そういった状況の中で、こ

れまでの――穴をあければ水位は下がります

ので、その間発電ができないんじゃないかと

思うんですが、発電量がこれまでよりも減る

という見通しの中で、今後の発電量のシミュ

レーションでは年間１億1,300万円は収入が

あるということが、これは10年間ずっと続い

ているわけなんですけれども、この辺はどう

ですか。実際、穴をあければ発電量は下がる

んでしょう。

○中園総務経営課長 仮に維持をするとなれ

ば、先ほど来申し上げておりますけれども、

これまで発電に余りにも重きを置いていたと

いう点があると思います。したがって、今後

は、地域の皆さんとか漁業等関係者の意見を

聞きながら、やっぱりなるべく環境に配慮し

た経営をする必要があるというふうに見込ん

でおります。

そういったことで、今後環境対策あるいは

管理対策を強化しようと思っていますけれど

も、その中で、水位低下装置、これは雨の少

ないような冬場が中心になると思いますけれ

ども、水位を落とすと、今まで以上にたまっ

ていた水が落ちますので、護岸の補修である

とか、あるいはなるべく泥土とか砂れきを取

ることができますので、そういった意味で管

理のためにも設置をしたいというように考え

ております。

そうした場合、確かに発電ができない状態

になりますけれども、そこを踏まえて一応シ

ミュレーションはしております。

○鎌田聡委員 じゃあ、毎年度１億1,300万

円は、そういった発電量が低下した分の額と

いうことでいいんですか。この見通し、ずっ

と30年度まで１億1,300万円出されています

が。
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○中園総務経営課長 一応見込んでおりま

す。

○鎌田聡委員 そういった中においても、10

年間で特別損益が７億8,900万円ですか、で

すから、11億円稼げるんじゃなくて、７億円

引きますから、10年間発電しても３億4,100

万円なんですよね。そこまでしてこの発電事

業をやらんといかぬのか。

それと、設備改良工事が、一括更新じゃな

くて部分改良工事に変えたということで、20

年以上は問題なくそれでも使えるだろうとい

う判断でありましたけれども、向こう何年間

発電をやろうと企業局は考えているのか。で

すから、この80億円かかった分を総括原価で

取り戻すには、100何年かかると思うんです

よ。ですから、何年間、企業局は発電をまだ

やろうと思っているのか、藤本発電所で。

○中園総務経営課長 水利権の期限は、今の

が22年３月まででございます。22年４月以降

に水利権の更新をするとすれば、最高大体20

年でございます。まず、20年が一区切りと。

投資をした場合の80億円につきましては、減

価償却期間が22年でございますので、22年の

うちに回収できると。

先ほどから言っています総括原価というの

が、かかった費用に利潤が必ずプラスするも

のですから、100年とかじゃなくて、利潤を

上げながら22年で投資をした80億円、この場

合は71億円と見ておりますけれども、が回収

できるというふうにシミュレーションをして

おります。

○鎌田聡委員 22年間で回収できるという判

断でしょうけれども、見通しでしょうけれど

、 、も それは私はどうかなと思いますけれども

それに向けてやっぱり80億円かけなければな

らないのか。

知事のこの前の記者会見で、撤去を見直す

と言われたのは、撤去すると金がかかるとい

う話なんですよね。発電事業するにもまた余

。 、計に金がかかるんですよね 総括原価方式で

売電料で回収できますと言いますけれども、

これは、言えば、電気料金に県が発電事業を

継続するためのお金を乗せた分を九電に余計

に買ってもらうんですよね。ですから、九電

は、それは経営努力でその分金を出すのか、

あと、九州全体の電気利用者に対して、価格

に転嫁して、上乗せしてやるかという、この

２つのやり方しかないと思いますけれども、

そこまでして企業局は発電をやらんといかぬ

とですか。

○上野企業局次長 電気を供給するというこ

とも一つの大きな、何といいますか、エネル

ギーを確保するという面から大きい問題だと

思います。そこまでしてやらんかと言われる

と、企業局は、更新して80億円を回収できる

ということであればやるべきだろうと思いま

す。

撤去するのは、結局、企業局の負担ではち

ょっとできないということで、それは一般会

計からの支援がない限りは、ちょっと企業局

としてはできないと。そして、継続する場合

は、何といいますか、企業局として、事務方

の持っている今の内部留保資金だけで対応で

きるということですので、私は続けるべきだ

と思います。

○佐藤雅司委員長 お昼になりましたが、こ

のまま続けますか。

（ 続けます」と呼ぶ者あり）「

○佐藤雅司委員長 続けますか。じゃあ、鎌

田聡委員。

○鎌田聡委員 そこまでしてでもやっぱり企

業局はやりたいということですけれども、こ

れは発電事業だけの収益の問題だけじゃなく

て、河川環境、海への影響、いろんなもろも
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ろのやっぱり問題でかなり大きな損失も予想

されるんですよ。

ですから、この前も私、質問のときにちょ

っと最後で言いましたけれども、撤去するの

も金が要ると、発電事業で存続させるのも金

がかかるということであるならば、ゲートを

上げとって、もう橋的な機能ですよね。それ

で存続させるということについて、これは知

事は何か言いよんなはったですか。

○中園総務経営課長 考え方でよければ。

今鎌田委員の御指摘、確かにそういった御

意見をよく私たちもお伺いしまして、一応検

討をしてみました。今の管理用道路である堤

、 、体が 一応橋としての機能がございますので

発電をせずに、ゲートをあけて利用した場合

はどうかということでございますけれども、

これは幾つかのちょっと課題がございまし

て、かなり厳しいかなというふうに考えてい

ます。

１つが、河川法上の問題です。私たちがダ

ムをつくって電気をする場合は、水利権の許

可が当然必要です。流水の占用許可とかある

いは土地の占用許可、そういった河川を遮る

工作物になりますので、もしも使わなくなっ

た場合は除却処分をすると。河川管理者であ

る国交省の方に申請をして、もしもそのまま

放置した場合は河川法上の問題というのが残

ると思うんですね。あとは国交省がどういう

考え方を示すかというのが１つあると思いま

す。

もう一つは、荒瀬ダムの上流に電源開発が

持っています瀬戸石ダム発電所がございます

けれども、この瀬戸石ダム発電所が、これは

ピーク発電と言いまして、一番一日の中で電

気の使用料が多いときに、ためては発電をす

るということを繰り返しております。そうし

ますと、荒瀬がなくなった場合に、下流に全

然水が流れない時間帯というのが生じてきま

す。下流には遥拝堰がございまして、農業用

水とか工業用水、あるいは飲料水をとってお

、 、りますので そこのちょっと問題があるから

あとは瀬戸石ダムとの、電源開発等のいろん

な交渉が要るかなというふうに思っていま

す。

あとは、魚道を設置してございますので、

球磨川漁協との交渉であるとか、あるいは上

流の方にかなり集落がございますけれども、

井戸水であるとかあるいは消防用の利水とい

いますか、もしもダムがなくなった場合は水

がれというのがありますので、その辺の対策

も講ずる必要がございますので、かなりいろ

んな問題をクリアする必要があるというふう

に思っています。

○鎌田聡委員 済みません、今、ゲート開放

で、そのまま残すということで課題があると

言われましたが、１点目の河川法上の問題、

これは確かに幾つか問題があるかもしれませ

ん。これは、ちょっとその問題をまた具体的

に、どういったやつでひっかかるのか、明ら

かにして教えていただきたいと思います。

あと、２点目以降の電源開発の瀬戸石ダム

の話だとか、井戸水がかれるだとか、魚道の

関係だとか、これはもともとこの前までは荒

瀬ダムを撤去するという話で動いていたの

で、これがゲート全開で課題になってくると

いう話はおかしいですよね。荒瀬ダムがなく

なれば、そういった瀬戸石ダムのピーク発電

の問題だとか、魚道の問題だとか、井戸水が

れの問題は、それ以前から出ていた問題です

よね、２点目以降は。

○中園総務経営課長 仮に撤去するとすれ

ば、確かに今議会では利水の問題が質問でご

ざいました。土地改良区の方が７団体あるい

は上天草・宇城水道企業団の方から8,000名

を超える署名を持って、荒瀬ダムを残してほ

しいという要望がございました。

これは、18年５月に、確かに土地改良区と
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電源開発との方で話し合いがございましたけ

れども、電源開発としたのが、一応、藤本発

電所が廃止された後のことについては、確か

に対策をとりますということを約束をしてお

りますけれども、特にそれは約束というだけ

で、覚書とか、そういった誓約書とかを交わ

しておりませんので、その辺が土地改良区の

間では非常に不安がっておられると思いま

す。

そしてまた、河川状態に、仮に撤去した後

は、確かに魚道はこれは要りませんので、そ

の問題はございません。あとは消防利水と井

戸水につきましては、これは撤去をするとす

れば72億円ということで、知事が100億円と

言った中に、橋の20億円と消防利水と井戸へ

の対応が８億円というのが入っておりました

けれども、やはりもしも撤去するとすれば、

そういった８億円といいますか、に係る費用

がかかるというふうに考えております。

○鎌田聡委員 もう最後でいいですけれど

も、そういった問題があるので、私がさっき

ちょっと言ったのは、ゲート開放をして残し

ておけば、農業用水が足りないときはゲート

を閉めてまたためればいい話であって、そう

いったやり方が――金がないという話が先行

するのであれば、そういったやり方をして、

２～３年状況を見て、今、年間に３カ月ぐら

い多分ゲート開放をされて、かなり河川環境

だとか海の環境が変わってきたという話も聞

いていますので、そういったものでしばらく

様子を見た後に、そしてやっぱり発電せんと

いかぬということであれば、そこから九電と

また契約を結んで、これは間があいても契約

は結べるはずですので……

○藤川隆夫委員 河川法上の問題が……

○鎌田聡委員 河川法上の問題は、どういう

問題があるかちょっとわかりませんので、そ

れは調べていただきますけれども……。

○上野企業局次長 河川法上の問題は、大き

い問題があります。

結局、先生が言われるように、今ゲートを

あけるとしますと、水利権が22年３月ですの

で、そこで水利権は切れます。水利権が切れ

た場合は、新規の水利権の扱いになりますの

で、ほとんど水利権を――今の荒瀬ダムの状

態で新規水利権はおりないと思います。だけ

ん、先生の言われるやり方をした場合は、撤

去が前提になると思います。

○鎌田聡委員 なぜ水利権はおりないんです

か。

○上野企業局次長 新規水利権は、やっぱり

……

○藤川隆夫委員 水利権のことを聞こうと思

ったんですよ。結局22年に切れるわけじゃな

いですか。ところが、現状の、今いろいろな

活動をされている人たちを見ていると、簡単

な話じゃないと思うんですよね、更新が。今

そういうふうにおっしゃったので、見通しが

ないのであれば、要は、そのまま発電事業を

継続しようと思ってもできぬわけじゃないで

すか。

○上野企業局次長 ちょっと私の方から申し

ます。

今、発電事業を続けております。それで、

現在の水利権更新だったら、単純更新になる

わけです。占用期間は何年間にするという。

それで、単純更新であれば、漁協さんの同意

とか、そういったものが要らないわけです。

ところが、新規――鎌田先生が言われるよう

、 、に ゲートをあけてから水利権が切れますと

その同意とかが必要になってきます （ 当然。「

でしょう」と呼ぶ者あり）そこが、非常に今



- 34 -

の荒瀬ダムが置かれている状況からすると、

球磨川漁協さんが利害関係になりますけれど

も、非常に難しいんじゃなかろうかという感

じはいたします。

○藤川隆夫委員 さっきのやつは、単純なや

つでも20年の水利権が確保できるという話で

すか。

○上野企業局次長 単純更新だったら、最高

20年間の水利権の確保……

○藤川隆夫委員 更新という話ですね。だけ

ど、恐らく今水利権を持っている人たちは、

単純な話じゃないと思いますよ。単純に変え

ればいいというだけの話で私は済まないよう

になってくると思いますよ、今の状況からい

くと。

○上野企業局次長 先生の言われるのはよく

わかります。私たちも、結局、来年水利権の

更新手続をするときが一番難しいだろうと思

っています、事業を継続する場合は。

○佐藤雅司委員長 そのあたりの見通しはい

かがですか、水利権更新の。単純だからいい

ということですか。

○中園総務経営課長 仮に継続をするとすれ

ば、確かに今次長が申しましたように、来年

早々にでも水利権の取得をするか、予備審査

といいますか、に入る必要がございます。そ

の場合、通常であれば単純更新であるという

ふうに私どもは考えておりますけれども、い

ろんな地域の実情であるとかございますの

で、その辺は国交省との間できちっと協議を

して詰めていく必要があるというふうに考え

ております。

○早田順一委員 水利権の今の話なのです

が、要は、法律上は手続をしなくていいとい

うことですね、継続する場合は。

○上野企業局次長 手続上は、更新の場合も

手続をする必要はあります。水利権の更新申

請をする必要はあります。

○早田順一委員 なら、その手続がもしも不

発に終わったときはどうなるわけですか。

○上野企業局次長 水利権がとれない場合

は、それはもう発電事業を続けることはでき

ないというふうになります。

○早田順一委員 できないということです

ね。それは、もう法的にそうなっとるわけで

すか。

○上野企業局次長 法的にそういうふうにな

っております。結局、発電水利権というのを

持っていないと発電はできないわけですか

ら、それがとれないとできません。

○佐藤雅司委員長 ほかにございませんでし

ょうか。

○藤川隆夫委員 事故米の件なんですけれど

、 。も いろんなところが問題が起こっています

私も非常に憤りを感じているんですけれど

も、この中で、今回金融支援をされるという

ことで、金融円滑化特別資金の融資対象者の

中に含まれるというふうになっていますけれ

ども、そうじゃないんじゃないかなというふ

うに思うんですよね。

というのは、実は、これは始まりはミニマ

ムアクセスのところから始まっていますよ

ね。それで、三笠フーズが事故米を入れてい

ろんなところに供給して、それを知らずに使

って今問題が起こっているという状況じゃな

いですか。であれば、この責任の所在はどこ
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にあるかというと、まあ三笠フーズが一番悪

いんでしょうけれども、それとは別に、私は

農水省にもあるというふうに思うんですよ

ね。

であれば、こういう形で資金繰りの円滑化

を図るためにいろいろされるとは思うんです

けれども、そのほかの費用の負担の部分に関

して、やはりこれは国に対して責任をとって

もらうというような方向に持っていくべきじ

ゃないのかなというふうに思うんですよね。

今、見ていると、融資の利率が、固定で年

の2.2、信用保証料が0.45から1.30と、これ

は３％以上になるわけじゃないですか。中小

企業は多いわけですから、ある意味で非常な

負担になるというふうに思うんですよね。そ

の部分を勘案して、この事故米に関しての―

―全然知らずにやっぱり被害を受けてお金が

、 、要るという場合は 貸し出しはしてもらって

それに対する補てん等に関しては、やっぱり

これは国とやってもらうような方向で考えて

もらうべきだというふうに思うんですよ。そ

の部分はどういうふうにお考えでしょうか。

○宮尾商工政策課長 事故米の件につきまし

ては、責任論につきましては、まさに藤川委

員おっしゃるとおり、私どもも、国の責任な

のでありまして、県でそこまでするかという

話、御指摘のとおりだと思います。

ただ、私どもが対策を急いだ背景は、やは

り実際困っておるのは県民でございまして、

それに対して、風評被害等あるいは消費者対

策も含めまして、不安のないようにしたいと

いうことで対策を急いだということで御了解

いただきたいと思います。

、 、 、 、 、ただ 国の方も 実際 昨日ですか 対策

かなり検討は進んでおりまして、金融支援か

ら、それから補償の問題までかなり検討が進

んでいるようでございます。

実際、この金融支援が発動されるのは、こ

れから過去１カ月後の売り上げの減少である

とか、しばらくこれは推移を見ないと、今す

ぐ貸し付けるというものでもございません。

その間に、国の対策等が、実際もう、現ナマ

と言うとおかしいですけれども、被害補償金

みたいな形で動き出せば、そちらの方でやっ

ていただきますし、また、現在、商工会、商

工会議所の経営指導員とも連絡をとって、実

際の現地の状況とか、こういったものも把握

しておりますが、今のところまだ数字として

あらわれているところはございませんので、

今後、先ほども申し上げましたように、まだ

まだ流動的な面はございますが、御指摘のと

おり、国の支援等を中心に対処すべきもので

あるというふうに私どもも考えております。

○藤川隆夫委員 じゃあ、今おっしゃったと

おりで、実際、企業に迷惑がかからないよう

に、企業負担もかからないように、ぜひお願

いしたいというふうに思います。

もう１点だけよろしいですか。

県営工業団地の分譲価格見直し、確かに安

くされて入居しやすくなったと思います。既

に入居されている企業に対してはどういうふ

うな形で対応されるのか、それを１点お願い

します。

○小野上企業立地課長 近隣の価格を調べる

際にも、既に入居しておられる方々にも、改

定するという話はまだはっきりは申し上げて

おりませんが、なかなか売れない状況である

ので、価格を変えてでも入居させたいという

意向は、特に城南工業団地なんかはたくさん

残っていますので、そういうお話はしており

ます。

、 、ただ 幾らに減額するかということまでは

まだ現時点では言っておりませんが、これか

ら具体的な金額についてはお話し申し上げ

て、了解をいただきたいというふうに思って

おります。
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○藤川隆夫委員 その場合に、先に入居され

ていた企業から、恐らく応分の費用、やっぱ

り我々は高く払って入っているんだから、安

く入っているところとの価格の調整はしてく

れという話が来るというふうに思うんですよ

ね。その部分も勘案してぜひやらないと、や

っぱりいろんな問題が起こってくると思いま

すので、その付近はどんなふうにお考えでし

ょうか。

○小野上企業立地課長 基本的には、既に入

居されておられる方々の、いわゆる土地取得

について、減額ができるかというのはなかな

か難しい問題だと思いますが、今までも意向

をお尋ねした限りでは、何といいますか、広

くあいているよりも、まあにぎにぎしくなっ

た方が自分たちとしてもうれしいというふう

なお話はしていただいております。

ですから、どれだけ減額になるかという具

体的な数字は今は言っておりませんけれど

も、御理解をいただけるものだというふうな

ことで、これからそういうお話はさせていた

だきたいと思います。

○藤川隆夫委員 わかりました。じゃあ、理

解がしていただけるような形でやってくださ

い。

○早田順一委員 事故米に戻りますけれど

も、これはもう要望ですけれども、信頼回復

対策でいろいろ行われると思いますが、非常

に米じょうちゅうと聞くだけでちょっと引い

てしまうような今状況がございまして、風評

被害というのが結構あると思います。

それで、例えば商品に、検査済み票とか、

何かステッカーとか、ラベルとか、何かそう

いうのをつけてあげれば、消費者の方も安心

していろいろ買っていただけるかなというふ

うに思いますけれども、ちょっとお金がかか

るかと思いますけれども、知事も焼酎大使で

頑張っておられますので、ぜひよろしくお願

いしたいと思います。

○佐藤雅司委員長 この事故米の問題につい

ては、やっぱり制度上の問題であるとか、食

品のもちろん安全性の問題は当然でございま

すけれども、やっぱり県民、国民、相当の憤

りを感じておるというふうに思います。

同じ自治体として、国、県とお互いにかば

い合うような姿勢だけはとらないように、や

っぱりきちっと、地方分権の時代ですから、

知事もおっしゃっているように、言うべきと

ころはきちっと言うというところをぜひ、藤

川委員の発言にもありましたように、しっか

りとそういうところは見ておいてほしいなと

いうふうに思います。

○溝口幸治副委員長 ちょっと事故米の件で

すけれども、今球磨じょうちゅうの話が出ま

したけれども、よく分析をしてもらわんとい

かぬと思うですね。

そんなに大きな問題はなかったわけです

が、あとは風評被害が怖いということと、も

う一つは、球磨焼酎酒造組合のうちに２社、

そういう該当するということで、いち早くみ

ずから記者会見をされ、風評被害が拡大する

のを食いとめられたと。そういったことがあ

ったので、28社がまとまって、この２社が絶

対落ち込むことがないように、この２社もし

っかり組合としてカバーしていくことで、非

常にいい取り組みが今なされております。

ですから、やっぱりこういう球磨じょうち

ゅうあるいは美少年さんも含めて、県産酒の

振興をもうちょっと図っていただきたいと思

うんですが、いろいろなイベントが企画され

ていますし、先ほど西岡委員からお話があっ

たテルサでも、10月１日から、人吉・球磨フ

ェアということで、そのしょうちゅうと特産

品と２カ月にわたってやっていただくという

取り組み、非常にやっぱり地元としてはあり
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がたいと思いますが、知事初め執行部の皆さ

ん方も、やっぱり安全宣言みたいなものとい

うのは何回出してもいいと思うんですね。こ

ういう機会をとらえて、安全宣言、信頼回復

にぜひ努めていただきますよう要望しておき

ます。

○佐藤雅司委員長 それでは、ほかに質疑は

ありませんでしょうか。

○早田順一委員 最後、１点だけちょっとダ

ムでいいですか。

知事が12月に表明をされると言われていま

すけれども、総括原価方式が年内に基本的な

合意が得られる見込みとありますけれども、

これが知事の発言と前後しないように、ぜひ

企業局からも知事の方にしていただきたいな

というふうに思いますので、よろしくお願い

します。

○佐藤雅司委員長 それでは、これで質疑を

終了いたしますが、よろしゅうございますで

しょうか。

（ はい」と呼ぶ者あり)「

○佐藤雅司委員長 それでは最後に、その他

でございますが、その他の件で委員の先生方

から何かございませんでしょうか。

（ ありません」と呼ぶ者あり)「

○佐藤雅司委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。

最後に、陳情・要望書等一覧のとおり、要

望書４件が提出されておりますので、参考と

してお手元に写しを配付しております。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。

午後０時34分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

経済常任委員会委員長


